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ロードマップの位置付け等

○ 本ロードマップは、平成26年4月に策定した「国土交通省 首都直下地震対策
計画［第1版］」を踏まえ、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の
開催を一つの目標として、本計画に位置付けられている各対策の推進に全力
で取り組むため、具体的なアクションプランをロードマップとしてとりまとめるもの
である。

○ 本ロードマップに基づき、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に
向け、日本国民及び世界各国から来訪者が安心して同大会に参加・観戦でき
るよう、国土交通省の総力を挙げて対応し、首都地域の防災対策に万全を期す。

○ なお、今後、東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会の具体的
な実施内容や政府全体の対策等と整合を図りながら、さらに検討を進めていく
こととする。

【オリンピック競技大会】
・期間：7月24日（金）～8月9日（日）
・競技数：33、会場数：39
・選手数：10,500人、観客数：780万人

【パラリンピック競技大会】
・期間：8月25日（火）～9月6日（日）
・競技数：22、会場数：21
・選手数：4,350人、観客数：230万人
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ロードマップの構成

１．2020年東京オリンピック・パラリンピック開催をどう支えるか

２．首都直下地震における国土交通省のミッションと主な対応
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ロードマップの具体的な内容（案）

■ロードマップの具体的な内容（案）

主な対策例
ロードマップ

数

１．2020年東京オリンピック・パ
ラリンピック開催をどう支えるか

・外国人を含む旅行者の安全確保のための情報提供や避難誘導等
・大会会場や会場までのインフラ被害を軽減する
・会場等への交通手段の迅速な確保
・安全を確保するための避難対策 等

１０

２．首都直下地震における国土
交通省のミッションと主な対応

・住宅・建築物の耐震化
・列車や航空機の安全対策
・道路啓開計画の深化
・国土交通省の総合力を活かした災害支援物資等の輸送 等

４３

合計 ５３

（１）開催前や開催中に首都直下地震が発生することも想定した具体的な課題を抽出し、
課題毎にロードマップを作成（１０）

（２）「国土交通省 首都直下地震対策計画［第1版］」における各対策の推進について、
中長期的な視点も踏まえ、ロードマップを対策毎に作成（４３）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１．2020年東京オリンピック・パラリンピック開催をどう支えるか
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【ロードマップ一覧】
１．2020年東京オリンピック・パラリンピック開催をどう支えるか

１．外国人を含む多数の滞在者の安全を確保する

・緊急地震速報・津波警報等及び津波観測情報の迅速化、高精度化

・災害情報の情報収集・共有体制の強化

・旅行者への情報提供

・タクシー無線等を活用した情報提供

・既存施設の活用を含めた避難路・避難場所の確保等

２）外国人旅行者等の帰国支援 【２】

・避難場所や活動拠点の確保等

・空港アクセスの改善（鉄道）

１）外国人を含む旅行者の安全確保のための情報提供や避難誘導等 【１】
＜関連する対策例＞

・ICTを活用した歩行者移動支援の活用

・空港アクセスの改善（バス・タクシー）

・空港アクセスの改善（河川舟運の活用）

・外国人旅行者への情報提供

・サインやピクトグラムによる対応行動の可視化

○開催期間前及び開催期間中に首都直下地震が発生することも想定した外国人対応等の
具体的な課題を整理し、アクションプランをロードマップとして作成。

※【○】は様式ナンバー

等

等

＜関連する対策例＞

※「関連する対策例」については、各々の課題

について資する対策を例示したものを列挙 5



２．大会関連施設の被害を最小に留めるとともに、迅速に復旧を行う

・港湾、空港、鉄道の耐震対策と代替機能の確保等

・住宅・建築物の耐震化

・緊急輸送道路の耐震対策の推進

・密集市街地の防災性の向上

・被災自治体の災害復旧事業の効率化

２）迅速な復旧活動を行う 【４】

・宅地の耐震化

・ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの充実・強化

１）大会会場や会場までのインフラ被害を軽減する 【３】

・航路を活用した総合啓開

・道路啓開計画の深化

・発災後におけるインフラ復旧情報等のタイムリーな発信

・河川堤防等の緊急復旧・排水計画の策定

３）災害対応ヘリの離着陸等を迅速に行う 【５】

・ヘリによる緊急調査計画の策定等

・荒川等における治水対策の推進

・エレベーター閉じ込め対策

【ロードマップ一覧】
１．2020年東京オリンピック・パラリンピック開催をどう支えるか

等

等

等

＜関連する対策例＞

＜関連する対策例＞

＜関連する対策例＞ ※「関連する対策例」については、各々の課題

について資する対策を例示したものを列挙

※【○】は様式ナンバー

・あらゆる手段による迅速なインフラ復旧

・IT技術を用いた災害時の情報提供の高度化

・無電柱化の推進
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３．総力を挙げた交通手段の迅速な確保対策

・鉄道不通区間における迅速な代替輸送

・列車や航空機の安全対策

・国土交通省の総合力を活かした災害支援物資等の輸送

・避難地や防災拠点の確保
・海岸堤防等の整備、水門等の確実な操作等

１）会場等への交通手段の迅速な確保 【６】

１）安全を確保するための避難対策 【７】

・地下街・地下鉄等からの避難対策

・ホテル・旅館を避難者の受け入れ先として活用

・衛生環境の確保

・鉄道駅や空港、地下街等の避難対策

・主要駅周辺等における帰宅困難者対策

４．避難者等の安全・安心を確保する

２）避難者の受け入れ体制の強化 【８】

【ロードマップ一覧】
１．2020年東京オリンピック・パラリンピック開催をどう支えるか

等

等

等

＜関連する対策例＞

＜関連する対策例＞

＜関連する対策例＞

※「関連する対策例」については、各々の課題

について資する対策を例示したものを列挙

※【○】は様式ナンバー
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５．事前に海外や国内に対し、適切な情報発信を行う

・津波ハザードマップの作成・周知

・国際会議やオリンピックイベントなどを通じた平時からの情報発信

２）イベントやHP等を活用した海外等への情報発信 【１０】

１）外国人を含む避難者への情報提供体制を強化する 【９】

・発災時の対処法を容易に入手できる体制を強化

・防災に関する地理空間情報の更なる活用促進

【ロードマップ一覧】
１．2020年東京オリンピック・パラリンピック開催をどう支えるか

等

等

＜関連する対策例＞

＜関連する対策例＞

※「関連する対策例」については、各々の課題

について資する対策を例示したものを列挙

※【○】は様式ナンバー

・海外諸国へ情報提供を行うための体制を構築
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想定される深刻な事態 2020年東京オリンピック・パラリンピック開催をどう支えるか
１）外国人を含む多数の滞在者の安全を確保する

○各国選手団や要人を含め、大会開催期間中は、首都圏に多数の国民や外国人が滞在
○外国人を含む旅行者が、会場周辺地域を中心に、局所的に増加し、情報不足等による大きな混乱

や重大な被害が発生するおそれ

○防災情報についても多言語に対応するなど、海外からの来訪者への対応を強化する必要
○局所的に増加する外国人等の迅速な帰国支援が必要
○多数の要配慮者が迅速に避難できるよう、避難誘導等の支援が必要

■首都中枢に多数の外国人を含む旅行者が局所的に増加するおそれ

2020年訪日外国人旅行者数４０００万人を目標に掲げ、「世界が訪れたくなる日本」への飛躍を図るため、
更に高いレベルの観光先進国の実現に向けた取組が求められている。

■パラリンピックを契機として､重点的なバリアフリー化が重要■ 2020年訪日外国人旅行者数4000万人に向け受入環境の整備が重要

出典：日本パラリンピック委員会
HPを基に国土交通省作成

注) 2015年の値は確定値、2016年1～10月の値は暫定値、2016年11月～12月の値は推計値

晴海ふ頭

■情報不足による混乱により、避難や帰国に支障が生じるおそれ

n=78

大会選手村は、東京の主要な玄関口である晴
海ふ頭に位置し、競技会場の大半は東京圏に
位置する。

東京オリンピックは、約７万人の大会関係者約１７万人の
スタッフ、約７８０万人の観客が見込まれる。
（※追加競技に係る人数は未推計のため含まない）

出典：東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会HPより

東京都観光客数等実態調査，ＪＮＴＯ
（日本政府観光局）資料を基に作成

○訪日外国人旅行者が旅行中に困ったこと

写真：東京2020大会公式ウェブサイト

写真：ユニバーサルデザイン2020行動計画より

○訪日外国人旅行者が必要としていた情報○大会会場の主な配置 ○オリンピックの各国の参加状況

東京パラリンピックは､約２万人の大会関係者､約10万
人のスタッフ、約230万人の観客が見込まれる。
（※追加競技に係る人数は未推計のため含まない）

すべての人にとってアクセシブルな大会を実現する
上で、競技会場アクセス経路等の整備におけるユニ
バーサルデザイン化は極めて重要。

災害情報に加え、「国内交通機関の運航情報」や
「空港までの経路」等の帰国に係る情報を必要とし
ている。

出典：「災害時における訪日外国人旅行者への情報
提供のあり方に関する提言（H25.3）」より

出典：「受入環境について訪日外国人旅行者
アンケート調査（H28観光庁）」より

「多言語表示の少なさ・わかりにくさ」や「施設
等のスタッフとのコミュニケーションがとれな
い」等が課題。

○訪日外国人旅行者 ○パラリンピックの各国の参加状況 ○大会に向けた重点的なバリアフリー化

大会
参加国・

地域
選手数

日本

選手数

アトランタ1996 197 10,318名 310名

シドニー2000 199 10,651名 268名

アテネ2004 201 10,625名 312名

北京2008 204 10,942名 339名

ロンドン2012 204 10,568名 293名

リオデジャネイロ2016 205 11,237名 338名

大会
参加国・

地域
選手数

日本

選手数

アトランタ1996 104 3,259名 81名

シドニー2000 122 3,881名 151名

アテネ2004 135 3,808名 163名

北京2008 146 3,951名 162名

ロンドン2012 164 4,237名 134名

リオデジャネイロ2016 159 4,333名 132名

出典：日本オリンピック委員会HPを基に国土交通省作成

写真：東京2020大会公式ウェブサイト

写真：東京オリンピック・パラリンピック
競技大会組織委員会のＨＰより
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○外国人旅行者向け災害時情報提供アプリ「Safety tips」の機能向上等により、外国人等が容易に
情報を入手できる体制を構築する。

○災害初動期の情報収集・共有体制の強化、都市内のサイン計画、ピクトグラムの標準化や災害時
の対応行動の可視化 など、様々な手段による防災情報の伝達対策に努める。

■緊急地震速報・津波警報等及び津波観測情報の迅速化、高精度化

＜具体的なアクションプラン①＞

使命：外国人を含む多数の滞在者の安全を確保する
【１】 外国人を含む旅行者の安全確保のための情報提供や避難誘導等 ①

・H27年度は、次世代システムを整備し運用を開始することにより、海域の観測
網等のデータを取り込むための準備を進めた。
・H28年度は海域の津波観測データを取り込むことにより、より迅速かつ精度の
高い津波警報等の更新及び津波観測情報の提供を開始（７月実施）。
・平成29年度以降、引き続き、緊急地震速報・津波警報等及び津波観測情報の
迅速化・高精度化のため、活用する海域の観測網を順次追加。

地震活動等総合監視
システム

（ＥＰＯＳ：H27年度に
次世代システムを整

備・運用開始）

H28年度以降、関係機関

の設置した海底観測網の
データを順次活用

→ 情報提供の
迅速化・高精度化

地震発生

津波観測計

海底津波計
海底地震計

地震計

海域の観測網で、海域で発
生した地震・津波を早期に

検知

全国に展開された地
震・津波観測網

緊急地震速報

大津波・津波警報

■旅行者への情報提供

・「平成28年熊本地震」後に実施した外国人グループインタビューで抽出され
た「緊急連絡先情報」や「医療機関情報」等、「Safety tips」の機能向上を
実施。

・夏季開催の東京オリンピック・パラリンピックを見据え、熱中症に関する情
報発信について、「Safety tips」の機能向上を実施。

・「Safety tips」以外の外国人利用者の多いアプリケーションで災害情報を提
供できるよう「Safety tips」の共通API化を検討。

・「旅行業界のための旅行安全マネジメントのすすめ」パンフレットを活用し、
旅行会社において災害発生時に適切に対応できる体制整備を促進。

・災害発生時に旅行業協会等と連携して旅行者に的確な情報提供するため、旅
行業協会等との連携を推進。

「旅行業界のための安全
マネジメントのすすめ」

パンフレット

「Safety tips」の主な機能向上項目

緊急連絡先（110・119・大使館） 医療機関リスト 交通機関情報 熱中症情報 天気図

「Safety tips」を活用している様子
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■災害情報の情報収集・共有体制の強化

＜具体的なアクションプラン②＞

使命：外国人を含む多数の滞在者の安全を確保する
【１】 外国人を含む旅行者の安全確保のための情報提供や避難誘導等 ②

・的確な災害対応戦略の立案や実働部隊を含めた被災地における災害対応能力の向
上に寄与するため、以下のとおりDiMAPS※等の充実を図る。
・津波浸水想定等の基礎データを充実
・災害発生時に被災現場近傍に国土交通省管理の固定カメラが存在しないエリア

において、広域監視カメラや移動カメラを活用するなど、被災現場からの情報
収集・共有体制を強化。

・自治体との連携を強化し、情報収集体制の強化を図るとともに、防災情報を、
消防や警察、自治体等へ提供。

※的確な災害対応戦略の立案に向け、避難所や緊急輸送道路等の基礎データ、地震によ
る震源・震度情報、道路、鉄道、河川、港湾等の被害情報、防災ヘリ等による被害状
況調査結果等を、地理院地図上に重ね合わせ、統合的に表示し、災害情報を迅速に収
集・把握することができるシステム

■タクシー無線等を活用した情報提供

災害発生時に被災地を運行中の「防災レポートタクシー」の活用方策に
ついて、タクシー協会等関係機関と検討を進める。

関係行政機関

マスメディア

ﾀｸｼｰ無線の活用

現場周辺の様子、道路状況を
伝える。(「被害なし」を含む。)

被災地

11



■ICTを活用した歩行者移動支援の活用

＜具体的なアクションプラン③＞

使命：外国人を含む多数の滞在者の安全を確保する
【１】 外国人を含む旅行者の安全確保のための情報提供や避難誘導等 ③

・ICTを活用し、地上・地下に関わらず災害発生時に適切な情報を受け取る
ことができるとともに、自分の位置に応じた避難経路等の情報提供に活用
することを目指し、実証等を通じた屋内測位環境等の空間情報インフラの
整備や移動支援に資する情報のオープンデータ化を推進する。

■避難場所や活動拠点の確保等

・広域的な防災拠点又は避難地として位置づけられた都市公園の整備を重点的
に支援。

・避難場所や活動拠点の確保、応急活動にあたることが可能な職員、指揮命令系
統及び水・主食及び毛布等の主要備蓄品の確保に必要な対策を実施。

・耐震診断による構造安全性が確保され、滞留者数を想定した避難場所を確保
する。

・避難経路は、非構造部材である天井の落下、物販棚等の転倒のおそれのない
経路を設定する。

・避難を支援する人員体制と役割分担を定める。

避難経路（イメージ）

大洲防災公園（千葉県市川市、2.8ha、市事業）

一次避難地
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

＜具体的なアクションプラン④＞

緊急地震速報・津波警報等
及び津波観測情報の迅速
化、高精度化

タクシー無線等を活用した
情報提供

使命：外国人を含む多数の滞在者の安全を確保する
【１】 外国人を含む旅行者の安全確保のための情報提供や避難誘導等 ④

被災現場からの情報収集・共有体制の強化
基礎データの充実

・関係府省庁と東京都との「避難場所等のピクトグラムに関する関係府省庁連絡
会議」を平成26年7月に設置し、避難場所等のピクトグラムの標準化に向けた取組
方針を平成27年3月に中間とりまとめ。平成28年3月にピクトグラムをJIS制定。
・2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催に向けて、62の関係機
関・団体から構成される「2020年オリンピック・パラリンピック大会に向けた多
言語対応協議会」において、避難場所表示の標準化の取組について普及拡大を図
る等、表示整備に努める。

災害情報の情報収集・共
有体制の強化

■サインやピクトグラムによる対応行動の可視化

サインやピクトグラムに
よる対応行動の可視化

避難場所表示の標準化の取組について普及拡大
・東京オリパラ開催まで
に協議会等において取
組を普及拡大

・活用する海域の観測網
を2020年度までに順次追
加。

緊急地震速報・津波警報等に海域の観測データの順次取り込み
津波警報等に海域の

観測データの取り込み

・基礎データの充実や被災現場か
らの情報収集・共有体制の強化に
よる的確な災害対応戦略の立案
・関係機関との連携による情報収
集体制の強化、被災地における
災害対策能力の向上

関係機関との連携による情報収集・提供

アプリの
機能向上

共通API化を検討旅行者への情報提供
・2018年度中に共通API
の公開を実施。

アプリの普及促進

共通API公開

パンフレットの活用により、旅行会社において災害発生に適切に対応できる体制整備を促進

関連事業者との連携強化を推進

避難場所や活動拠点の
確保等

・災害発生時の避難場所や防
災拠点の確保による安全で安
心できる都市作りを推進。

既存施設の活用を含めた
避難路・避難場所の確保等

・地方公共団体等が行う
津波避難対策を推進

■既存施設の活用を含めた避難路・避難場所の確保等

津波避難タワー

・津波から住民等の命を守るために必要な避難路・避難場所の整備を進める。
・船舶の津波避難対策推進のために、日本に寄港する外国船舶に対し「津波
対応シート」の外国語版を周知するよう、船舶代理店・関係事業者等に対し
て働きかけていく。

Basic Response List

□① Interruption of cargo work 
□② Crew readiness
□③ Standby for departure (Engine and Thruster if provided) 
□④ Consider support Tug, handler and Mooring crew are necessary or not
□⑤ Confirm store landing facilities (Crane, Loading Arm, Bellows Chute, etc...) available
□⑥ Check the suitability of the departure route (Proximity of hazards and other vessels in way of departure 
route)
□⑦ Unmooring or cutting lines 
□⑧ Give notice to the shore (relevant departments or the operating company), after departure

□ __________________________________________________________

□① Crew readiness 
□② Tending mooring lines / Tightening brakes of mooring winches 
□③ Standby anchor 
□④ Standby engine and thruster if provided (To avoid damaging of lines, Surging) 
□⑤ Discuss or instruct for the interruption of Cargo work, etc... 
□⑥ Check watertight measures (close all the watertight doors /openings, etc…) 
□⑦ Give notice to the shore (relevant departments or the operating company) 
□⑧ Check the ways to obtain the latest information.

(Preparing vessel on the advice or the indication from Harbor Master/ Harbor administrator, etc...)
(Check the safe water area in advance for the emergency departure)
(Check the safe area, the evacuation route for evacuation to the land)

□ __________________________________________________________

【Port:                            】 Cargo Ship

□① Crew readiness 
□② Check the safe area, the evacuation route, the required time to evacuate etc… 
□③ Instruct crew to evacuate to land
□④ Carry out the required work on board till Evacuation to the land 

(Disengaging the connections such as loading facilities between the ship and the land) 
□ __________________________________________________________

Evacuation to the land

When the ship drifts from berth, the mooring may break, and cargo handling facilities, such as cranes etc. may collapsed, 
therefore crew shall evacuate to the safe area.

Emergency departure

Staying alongside

Attention in case of drifting （Additional points）

(Fill in the as far as practicable)

Keep monitoring the latest information of Tsunami. 
(from TV, Radio or VHF)

Confirm Tsunami occurrence indication 
from Port master, Harbor administrator, 

etc… 

________________________________________________________________________________________________________________

*Continue to obtain the information of Tsunami
(from TV, Radio or VHF)

*Continue to obtain the information of Tsunami
(from TV,  Radio or VHF)

*Continue to obtain the information of Tsunami
(from TV, Radio or VHF)

(      minutes)
(      minutes)

(      minutes)

(      minutes)

(      minutes)

(      minutes)
(      minutes)
(      minutes)

(      minutes)
(      minutes)

(      minutes)
(      minutes)

(      minutes)

(      minutes)
(      minutes)
(      minutes)

Contact Point
Agent: Operating company: 
Stevedore: Harbor Master:
Liner: Japan Coast Guard:
Tug Company: Other:

Earthquake, Tsunami is occurｒred !!

Earthquake Information (Date - )
Time

h m
Scale

M
Place Seismic 

Intensity 

Tsunami Information
Major Tsunami warning Tsunami warning Tsunami advisory

Time to arrival of Tsunami                            m Anticipated height m

Captain Judgement

Emergency departure                            Stay alongside           Evacuation to the land

Response against Tsunami Checklist
(This the sheet is not authorized as obligation by statute. )

Port and Ship Information
Port: Berthing direction: Inbound / Outbound

Berth / Quay: Quay:  Aseismic design or not

Ship name: Gross Tonnage:
Ship type: Crew: Cargo:

Basic Information
Safe water area: From (               ) ,  (           ) Degree (           )m            Water depth:         m
Location :       Latitude:        Longitude:            Distance from berth to safe water area :            nm             
Time to arrive safe water area:                     minutes
Place of evacuation area on land : Handling support: Tug (  Yes  ・ No  )

Name: 【Port:                      】 Cargo Ship

Confirm Tsunami information in 
advance, if possible.

The assumed maximum Tsunami height: m
(time of arrival:          )

Response against Tsunami (Basic Policy)

Warning level
Tsunami 
height

On berthing On anchoring
Within

～minutes
More than
～minutes

Within
～minutes

More than
～minutes

Major Tsunami 
warning More than 3m

Tsunami warning 1～3m

Tsunami advisory Less than 1m

Confirm
ing before port entry in advance

Judge if Earthquake, Tsunam
i  is occurred

Response against Tsunam
i 

(Basic Policy)
Captain shall Judge

「津波対応シート」英語版の例

＜ピクトグラム表示例＞

オリパラ
開催

ICTを活用した歩行者移動
支援の活用

空間情報インフラの活用によるサービスの見える化実証 ※段階的に民間移行
移動支援に資する情報のオープンデータ化

・実証等を通じて、2020年度まで
に主要駅等においてICTを活用し
た歩行者移動支援を実用化

取組の全国展開の検討

津波からの避難路・避難場所の整備を行う地方公共団体等に対して財政的支援

防災・安全交付金等により防災公園の整備を支援

・発災時に円滑な対応ができ
るよう、協力体制を継続する

2021年度以降も新たな
データがあれば順次取り込み
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○アスリート、観客等や貨物等の円滑な輸送のため、空港アクセスの改善等を推進する。

○外国人旅行者の迅速な帰国を支援するため、陸上交通網を補完するため、河川舟運の活用など
を推進する。

■空港アクセスの改善（鉄道）

＜具体的なアクションプラン①＞

東京圏の都市鉄道ネットワークの機能を最大限発揮するため、2020年までに

空港の最寄り駅や空港アクセス乗換駅について、外国人対応等による結節駅
の高度化を推進。

使命：外国人を含む多数の滞在者の安全を確保する
【２】 外国人旅行者等の帰国支援 ①

■空港アクセスの改善（バス・タクシー）

■外国人旅行者への情報提供

首都直下地震等大規模な災害が起こった場合、日本滞在中の外国人旅行者に対し、
交通機関、道路の状況等必要な情報の提供を日本政府観光局（JNTO）のグローバル
サイトにおける発信やJNTOのTIC（ツーリストインフォメーションセンター）におけ
る多言語の24時間の電話による問い合わせ対応を実施。

交通機関の運行情報 道路の復旧情報

宿泊施設の情報

外国人が必要とする情報

帰国支援に関する情報

JNTOにおいて、グローバルサイトでの情報発信や
24時間の電話による問い合わせ対応を多言語で実施

発災時における輸送計画を協議・検討し、計画を策定する。

稼働駅

周辺空港

列車の行先案内の多言語化

【多言語表記】

外国人対応
観光立国実現に向けた多言語対応の改善・強化のた
めのガイドライン（観光庁策定）を参考に、多言語表記
に係る取組を推進
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

空港アクセスの改善（鉄道）

外国人旅行者への情報
提供

使命：外国人を含む多数の滞在者の安全を確保する
【２】 外国人旅行者等の帰国支援 ②

空港アクセスの改善
（バス・タクシー）

空港アクセスの改善（河川
舟運の活用）

・舟運を利用した人員輸
送を強化

日本に滞在する外国人旅行者が必要とする交通機関の運行情報等を発信

■空港アクセスの改善（河川舟運の活用）

・大会開催中、首都圏に多数の外国人が滞在していることから、発災した場合に外
国人の帰国支援等に支障が生じるおそれ。
・首都圏の緊急輸送ルートを補完するため、河川敷道路、船着場、立体交差橋梁と
の接続道路等を活用する計画を策定。（H26年度に荒川において活用計画を策定。順
次、多摩川、江戸川、鶴見川において計画を策定。）
・大規模地震の発生時には、緊急交通路の水上輸送としての機能を確保することに
より、舟運を利用した人員輸送を強化。

＜具体的なアクションプラン②＞

緊急用船着場

首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する
計画（H28.3.29 中央防災会議幹事会）より国土交通省作成

笹目橋

河口27km

荒川下流防災施設活用計画［第5版］（H29.2策定）

オリパラ
開催

荒川に続き、多摩川、江戸川、鶴見川において防災施設活用計画を順次策定

・2020年度まで空港の最

寄り駅や空港アクセス乗
換駅について、外国人対
応等による結節駅の高
度化を推進。

空港の最寄り駅や空港アクセス乗換駅について外国人対応等による結節駅の高度化を推進

・必要に応じ、提供すべ
き情報の内容について検
討を行う。

・迅速な対応が可能な
体制を執る。発災時における輸送計画を協議・検討し、計画を策定

関係機関との調整

舟運を活用した人員輸送の強化

防災船着場の現地状況

羽田空港

赤羽

新
小
岩

新宿

北千住

二子玉川

東京

拠点駅からの
河川舟運による人

員輸送

荒
川

隅
田
川

多摩川

武蔵小
杉

東京スカイツリー

○都心部の鉄道網の運行停止等が想定される中、荒川等の河川を利用した
舟運を活用することにより、羽田空港へのアクセスルートを確保を検討する。
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想定される深刻な事態 2020年東京オリンピック・パラリンピック開催をどう支えるか
２）大会関連施設の被害を最小に留めるとともに、迅速に復旧を行う

○火災延焼や液状化等により大会会場や主要なアクセスルートに深刻な被害が発生し、大会運営に
支障が生じるおそれ

○大会運営と災害対応を同時に行うため混乱が発生、復旧活動や情報収集に支障が生じるおそれ

○大会関連施設やイベントの実施等により、災害対応に一部が使用できないおそれ。（東京ビックサイト等）

道路に関係する主な潜在的な
リスク情報

「首都直下地震道路啓開計画(H28.6改定）」

○火災延焼や液状化等の被害想定に対し、大会会場や会場までのインフラ被害を軽減する必要
○大会運営と災害対応を同時に行うための混乱を抑えるため、迅速な復旧活動や情報収集が必要

■首都中枢が被災することにより、復旧活動等に支障が出るおそれ ■競技会場の被災等により競技を継続できなくなるおそれ

○環状6号線～8号線の間に存在する木造住宅密集市街地を中心に､大規模な火災延焼が発生｡
羽田空港や京浜港等の東京湾臨海エリアでは、液状化による地盤沈下などが発生

○地震の規模や震源、発生日時や被害の程度によっては、点検すら満足に行えず、被災状況に
関する情報がほとんど入手できないおそれ

クラブハウスの天井が落下

■応急・復旧対策を進めるために競技の実施に影響が出るおそれ

郡山総合運動場開成山野球場が避難所並びに災害復旧本部として使用
されていたため、パ・リーグ公式戦の楽天対日本ハムは別会場に振替

○開成山野球場（福島県郡山市）（事例）

スタジアムの座席が破損

練習グランドが陥没

「東日本大震災 郡山市の記録」
（H25.2発行）

開成山野球場内通路に各部局の
事務局を設置し対応

避難所としても開成山野球場を使用

公式サイトにおける被害状況の報告

出典：「鹿島アントラーズオフィシャルサイト」より

出典：東北楽天ゴールデンイーグルスオフィシャルサイトより

東日本大震災時の高架橋の損傷状況

密集市街地における火災延焼被害の懸念

○カシマサッカースタジアム（茨城県鹿嶋市）（事例）

電柱の倒壊による道路閉塞

震度分布（都心南部直下地震）
「首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）」

中央防災会議首都直下地震対策検討
ワーキンググループ：H25.12

東日本大震災による液状化で浮き上がった埋設配管

東日本大震災によりアントラーズのクラブハウスとカシマスタジアムが被災し、スタジアムは3ヶ月ほど
使用できないほどの状況に陥った。

公式サイトにおける被害状況の報告
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○大会で使用する施設や地域のインフラについて、耐震性を確認し、必要に応じて補強等を実施。

○特に、代替機能の確保が難しい施設等については、致命的な被害を受けず、簡易な補強で一定の
機能を回復できるよう、耐震対策を重点的に進める。

＜具体的なアクションプラン①＞

使命：大会関連施設の被害を最小に留めるとともに、迅速に復旧を行う
【３】 大会会場や会場までのインフラ被害を軽減する ①

■無電柱化の推進

〇平成２８年１２月に成立した「無電柱化の推進に関する法律」を
踏まえ各施策を推進

【センター・コア・エリア※1内における無電柱化】

○センター・コア・エリア内の国管理道路及び都市計画道路とし
て完成した都道については、東京都と連携し２０１９年度までに
無電柱化を完了させる予定

【緊急輸送道路における取組】

○無電柱化の更なる整備促進を図るため、緊急輸送道路におけ
る電柱の新設を禁止するとともに、電線管理者のコスト負担を
軽減するため固定資産税の特例措置を創設

【低コスト手法の取組】

○低コスト手法の導入へ向けたモデル施工や技術マニュアルを
踏まえた普及促進の取組を実施

※1：センター・コア・エリアとは、概ね首都高速中央環状線の内側のエリア

■センター・コア・エリア内における無電柱化

鋼板巻き

【高架橋の補強】

被災を受けた
岸壁

阪神淡路大震災時の岸壁の被災状況

被災を受けなかった
耐震強化岸壁

■港湾、空港、鉄道の耐震対策
と代替機能の確保等

・港湾においては岸壁や臨港道
路等の耐震対策を促進する。

・空港においては、滑走路等の
耐震対策を進める。

・首都直下地震等の大規模地震
に備え、主要駅や高架橋等の
耐震対策に対する補助を実施。

・高速道路や直轄国道に
ついて、大規模地震の
発生確率等を踏まえ、
落橋・倒壊の防止対策
に加え、路面に大きな
段差が生じないよう、支
承の補強や交換等を行
う対策を加速化

■緊急輸送道路の耐震対策の推進

■ロッキング橋脚の耐震補強

・高速道路・直轄国道や同道路をまたぐ跨道橋等のロッキング
橋脚の耐震補強を2019年度までに完了予定

ロッキング橋脚の対策例

対策前 対策後

首都直下地震道路啓開計画の啓開候補路線のうち、外環

内側の各方向で耐震補強を推進
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＜具体的なアクションプラン②＞

使命：大会関連施設の被害を最小に留めるとともに、迅速に復旧を行う
【３】 大会会場や会場までのインフラ被害を軽減する ②

・改正耐震改修促進法の円滑な運用

・耐震化に関する更なる情報提供

・ 耐震改修支援センターのホームページにて、耐震改修等に関する目
的別のパンフレットの配布や、耐震診断･耐震改修に携わる建築士
事務所・事業者の一覧を掲載。

・ 耐震化促進のための規制的な措置として、 耐震診断の実施と結果の
報告を義務付け、所管行政庁において結果の公表を行う。

【対象】 ・不特定多数の者等が利用する建築物のうち大規模なもの等
・避難沿道建築物、防災拠点建築物

・耐震性が確保されている旨の認定を受けた建築物について、その旨
を表示することが可能。

・ 住宅・建築物安全ストック形成事業（交付金）により、所有者が実施す
る住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等について、地方公共団体と連
携し、財政的支援を行う。

・ 地方公共団体が住宅耐震化緊急促進アクションプログラムを策定し、
積極的な普及啓発を行う場合には、戸建住宅の耐震改修等に対して
重点的に支援を行う。（2017年度末まで）

・ 耐震対策緊急促進事業（補助金）により耐震診断の義務付け対象と
なる建築物及び超高層建築物等の長周期地震動対策に対し、通常の
助成に加え、重点的・緊急的に支援を行う （2018年度末まで）。

・ 天井脱落防止対策に対する支援を実施。

・住宅・建築物の耐震化に係る経済的負担の軽減

パンフレットの事例建築物の耐震改修の事例
（鉄骨ブレースによる壁の補強）

基準適合認定
建築物の表示

■住宅・建築物の耐震化 ■密集市街地の防災性の向上

･住宅市街地総合整備事業（交付金・補助金）、都市防災総合推進事業（交付金）等により、延
焼遮断効果のある道路等の整備、避難場所・避難経路の確保、老朽建築物の建替え・除却
等を行う地方公共団体等に対して財政的支援を行う。

･また、密集市街地総合防災事業（補助金）により、地方公共団体や民間事業者等が連携し、こ
れらの防災対策の推進とあわせ、多様な世帯の居住促進を図るため、生活支援機能等の整
備を進めるなど、総合的な環境整備を行う場合にも財政的支援を行う。

・密集市街地の改善整備を行う地方公共団体等に対する財政的支援

・「地震時等に著しく危険な密集
市街地」の進捗状況の公表

「地震時等に著しく危険な密集
市街地」の進捗状況を毎年度
国交省のＨＰに公表する。

・密集市街地改善の取組みをとり
まとめた事例集の作成・周知

密集市街地の改善整備をより
一層促進するため、地方公共
団体等の取組みをとりまとめた
事例集を作成し、周知を図る。

事業的手法による取組み
（基盤整備、建物整備等）

規制的手法による取組み
（都市計画・建築規制等）

その他ソフト的手法による取組み
（消防強化、意識啓発、避難訓練等）＋ ＋

・地震時管制運転装置等の設置促進

・閉じ込め発生時の救出対策

社会資本整備総合交付金等により、地震時管制運転装置等の設置を促進。

消防隊員等の閉じ込め救出の実践研修を定期的に実施するとともに、標準的な乗り場側ドアの
開錠キーについて、あらかじめ全国の各地域において管轄の消防機関に提供。

■エレベーター閉じ込め対策
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

＜具体的なアクションプラン③＞

港湾、空港、鉄道の耐震
対策と代替機能の確保等

使命：大会関連施設の被害を最小に留めるとともに、迅速に復旧を行う
【３】 大会会場や会場までのインフラ被害を軽減する ③

水門等の耐震化や局所的に低い堤防の嵩上げ等を推進。沿川住民約300万

人の安全性を向上させるとともに、地下鉄など交通網の浸水リスクを低減。

■荒川等における治水対策の推進

荒川等における治水対策
の推進

水門の耐震化（荒川）

河川整備計画に基づく治水対策を推進。荒川における水門等の耐震化については完了
・2019年度までに、荒川の水門等
の耐震化を完了

■宅地の耐震化

□地方公共団体が滑動崩落等の危険性を住民へ 情報提供するために必要な支援等の実施

大規模盛土造成地・液状化マップについて、わかりやすい表現方法の検討や課題・対応
についての情報共有を行い、地方公共団体のマップ作成や公表にかかる取組を支援。

大規模盛土造成地マップの例（東京都）

宅地の耐震化
・2020年度までに大規模盛土造
成地マップ等の公表率を約７０％
まで引き上げる。

（鉄道）大規模地震の想定地域における利用者
の多い路線等の耐震対策の推進

（鉄道）継続して耐震対策を実施

オリパラ
開催

液状化マップの表現方法を検討 地方公共団体の液状化マップ公表等を推進

地方公共団体の大規模盛土造成地マップ公表等を推進

・継続的に耐震化を実施

密集市街地の防災性の
向上

住宅・建築物の耐震化

・環状6号線から8号線の間をはじ
めとして広範囲に存在する木造住
宅密集市街地のうち「地震時等に
著しく危険な密集市街地」を2020
年度までに概ね解消する。

エレベーター閉じ込め
対策

・2020年までに住宅及び多数の
者が利用する建築物の耐震化率
を95%にすること、2025年までに
耐震性が不十分な住宅を概ね解
消することを目標とする。

・（一社）日本エレベーター協会と
連携し、消防隊員等の閉じ込め救
出の実践研修を、引き続き実施。

継続的に救出の実践研修を実施

地方公共団体等に対する財政的支援等により、密集市街地の改善整備を促進

耐震改修促進法の円滑な運用や財政的支援により、耐震化を促進

・外環内側について、迅速に啓開
ルートが確保できるよう耐震対策
推進

緊急輸送道路の耐震補
強の加速化

ロッキング橋脚の耐震補強 ロッキング橋脚の耐震補強
・2019年度までにロッキング橋脚の
耐震補強を完了予定

緊急輸送道路等の耐震対策道路啓開計画の啓開候補路線のうち、外環内側の各方向で耐震補強対策

・2019年度までにセンター・コ
ア・エリア内の無電柱化を完了
予定。

無電柱化の推進センター・コア・エリア内における無電柱化

緊急輸送道路における取組

低コスト手法の取組

無電柱化の推進
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○被災による首都中枢機能を担う多くの施設の機能停止や低下は、大会開催のみならず、全国や世
界にも影響が及ぶものであり、迅速な復旧と機能回復は、特に強く国土交通省に求められる。

○このため、事前の備えも含め、TEC-FORCEの充実・強化により、的確な初動対応によりあらゆる手段

を駆使して迅速なインフラ復旧を行う。また、首都直下地震においても致命的な被害を受けず、簡
易な補修で一定の機能を確保できるよう、耐震対策を重点的に進める。

■あらゆる手段による迅速なインフラ復旧

＜具体的なアクションプラン①＞

・地方公共団体に対して、都市公園法に基づいて仮設の物件等を占用物件とし
て条例で定めることにより、都市公園内にがれきの一時仮置き場を設けるこ
とが可能となることを周知。

・首都直下地震においても、致命的な被害を受けず、簡易な補修で一定の機能
を回復できるよう、滑走路等の耐震対策を進める。

・港湾においては、首都直下地震発生時においても、致命的な被害を受けず、
簡易な補修で一定の港湾物流機能を維持できるよう岸壁や臨港道路の耐震対
策を促進する。

・首都直下地震等の大規模地震に備え、主要駅や高架橋等の耐震対策に対する
補助を実施。

■被災自治体の災害復旧事業の効率化

・大規模災害発生時に被災施設の早期復旧を促進し、被災自治体の復興を
加速するため、災害査定終了までの期間を大幅に縮減できるように、政
府の激甚災害指定にあわせて災害査定の効率化を実施する「大規模災害
時の災害査定の効率化（簡素化）及び事前ルール化」を平成２９年の発
生災害から実施する。

効率化の内容
・机上査定限度額の引上げ、採択保留額の引上げ、設計図書の簡素化 など

机上査定の実施
（机上査定限度額引上げにより実施査定を減らし査定期間を短縮）

L=○m

設計図書の簡素化
（航空写真や標準断面により測量・設計期間を短縮）

標準断面

使命：大会関連施設の被害を最小に留めるとともに、迅速に復旧を行う
【４】 迅速な復旧活動を行う ①

空港の耐震対策 冷蔵庫・ブラウン管ＴＶ集積箇所（野球場）

鋼板巻き

高架橋の補強

被災を受けた岸壁 被災を受けなかった耐震強化岸壁

阪神淡路大震災時の岸壁の被災状況
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使命：大会関連施設の被害を最小に留めるとともに、迅速に復旧を行う
【４】 迅速な復旧活動を行う ②

1日目：発災後、直ちに派遣準備を開始
するとともに、本省災害対策本部
長の指示に従い、進出本部等に向
けて出動

2日目：受援・応援地整等のTEC-
FORCEが一体での活動を開始

3日目：最大勢力のTEC-FORCE・災害
対策用機械等が活動

・首都直下地震におけるTEC-FORCE活動計画（動員計画、広域派遣のタイムライン、進出本部等を規定）を策定することにより、首都直下地
震発生後の災害応急対策活動を迅速化。

・関係機関と連携した実動訓練により、TEC-FORCE活動の具現化。
・ICT技術の活用により、TEC-FORCE活動を高度化・効率化。

◆ TEC-FORCEの動員計画

※TEC-FORCE及び災害対策用機械を最
大限動員し、TEC-FORCE活動を展開

◆ 広域派遣のタイムラインのイメージ

ドローンを活用した被害状況調査 レーザー計測

自衛隊と連携した訓練 救助訓練

○ 首都直下地震におけるTEC-FORCE活動計画の策定 ○ 関係機関と連携した実動訓練の実施

○ ICT技術の活用

■ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの充実・強化

＜具体的なアクションプラン②＞
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

■発災後におけるインフラ復旧情報等のタイムリーな発信

＜具体的なアクションプラン③＞

■河川堤防等の緊急復旧・排水計画の策定

・外国からの旅行者等の混乱や人的被害等を最小限にとどめるためには、
地震に対する認識の相違も念頭に、平時より、海外や国内に対し、適切な
情報発信を行うことが重要課題。

・災害対応機関が災害復旧等を迅速かつ的確に実施できるよう、防災
施設の活用計画を順次策定。継続的に訓練等を実施することで活用
計画を点検し、随時計画の充実を図る。

・江東デルタを対象とした排水計画に基づき、首都直下地震を想定したシ
ナリオに沿って実施した机上訓練や実動訓練により抽出した課題等の
検討を行い、排水計画の充実を図る。

※３ ※３水局（防災課）

排水ポンプ車による排水
（東日本大震災）

国交省HPにおける被害
情報のリアルタイム提供

多摩川

多摩川 緊急用河川敷道路整備計画

緊急用河川敷道路（完成）

緊急用河川敷道路（計画）

緊急用河川敷道路 防災用坂路

使命：大会関連施設の被害を最小に留めるとともに、迅速に復旧を行う
【４】 迅速な復旧活動を行う ③

河川堤防等の緊急復旧・
排水計画の策定

国交省HPにおける被害情報のリアルタイム提供

TEC-FORCE活動計画に基づく実動訓練を実施ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの充実・
強化

発災後におけるインフラ
復旧情報等のタイムリー
な発信

・災害発生時に国交省
HPにおいて被害情報を
提供

・2017年度までにTEC-
FORCE活動計画を策定

・ＩＣＴを活用し、TEC-FORCE
活動の高度化・効率化を図り、
早期の復旧・復興を支援。

・関係機関と連携した実働訓練
を実施し実効性を向上訓練を実施

ICTを活用したTEC-FORCE活動の高度化・効率化ICTの導入、適正配置や充実 新たなICT等により継続的に強化

関東地区ブロック会議等を通して周知
・都市公園内にがれきの一
時仮置き場を確保することに
より迅速なインフラの復旧を
推進。

あらゆる手段による 迅速な
インフラ復旧

・継続的に排水計画の充
実を図る。

オリパラ
開催

大規模地震の想定地域における利用者の多い
路線等における耐震対策の推進（鉄道） ・2017年度までに概ね100％

の耐震化を実施

継続して耐震対策を実施

被災自治体の災害復旧事
業の効率化

・効率化内容の妥当性
のフォローアップ

効率化の運用 継続的に実施

TEC-FORCE活動計画の策定

訓練等による課題を踏まえ、適宜、排水計画を充実させる

訓練実施 訓練実施 訓練実施 訓練実施 訓練実施
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使命：大会関連施設の被害を最小に留めるとともに、迅速に復旧を行う
【４】 迅速な復旧活動を行う ④

○道路啓開計画の深化を図り、計画の実効性を高める。

○道路、港湾、航路、空港、河川を総合的に活用した緊急輸送ルートを設定し、総合的な啓開・排水
作業を実施する。

■道路啓開計画の深化

＜具体的なアクションプラン④＞

・想定される被災のバリエーションの検討 ・被災情報の迅速な把握、関係機関との情報共有

・啓開路線の耐震化対策等の確認 ・実効性を高める計画の具現化、総合訓練等の実施 等

都心南部直下地震(Mw7.3)

●都心以外で発生が想定される被災パターン●現計画の被災想定

千葉市直下地震(Mw7.3)

さいたま市直下地震(Mw6.8)

立川市直下地震(Mw7.3)

建設機械による
車両移動

【総合訓練等の実施・検証】

写真 関東地方整備局の実動訓練（平成28年11月）

車両移動用ジャッキ

【被災情報の迅速な把握】

UAV（無人航空機）による調査

【関係機関との情報共有】

【想定される被災のバリエーション検討イメージ】

●発災後４８時間以内に道路啓開を完了
する実行可能な体制の構築

●訓練を通し、迅速な方法の構築・検証
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

＜具体的なアクションプラン⑤＞

■航路を活用した総合啓開

航路を活用した総合啓開
・計画に基づく航路啓開
体制を確保する。

航路啓開体制の確保（訓練等）

■IT技術を用いた災害時の情報提供の高度化

・首都直下地震発災時においても、時々刻々と変化する災害対応のための
情報ニーズを踏まえ、必要な即時性・網羅性・信頼性を確保してインフ
ラの被災情報を収集できるようにすることで、迅速かつ確実な災害応急
対応を可能とする。

・SARを始めとする衛星情報やCCTV等の映像情報等を活用して被害情報
の早期把握を可能とすることにより、国内外からの大会参加者及び観客
の避難・救助や緊急物資輸送を支えるインフラの早期機能回復を支援す
る。

各種センサー情報を収集・
加工して支援システムに集
約することで、迅速な被害
状況把握・意思決定・災害
対応を支援する。

➢夜間・悪天候時の情報
収集に適したSAR画像
の判読支援システム

➢CCTV映像を被災状況把
握に活用するための選
定・パノラマ画像作成
機能 他

プロトタイプ
システムの開発

システムの試用・改良
IT技術を用いた災害時
の情報提供の高度化

・2019年度までに災害対
応業務での実運用開始。

災害対応業務への導入

使命：大会関連施設の被害を最小に留めるとともに、迅速に復旧を行う
【４】 迅速な復旧活動を行う ⑤

東京湾航行支援協議会により策定された東京湾航路啓開計画（※）に基づき、訓練等
により首都直下地震発生時に関係者が迅速に対応できる体制を確保する。

（※）東京湾航行支援に係る震後行動計画（H27.3）

基幹的広域防災拠点
（川崎港東扇島）

発災後24時間以内に基幹

的広域防災拠点（川崎港東
扇島地区）から、東京湾内
の各港の耐震強化岸壁に
緊急物資輸送を行う体制を
確保する。

道路啓開計画の深化 様々な震源を想定した啓開路線や
集結拠点の検討等

・様々な震源を想定した啓開
路線や集結拠点の検討等啓
開計画を深化

道路啓開計画のスパイラルアップ

・被災情報の迅速な把握
・総合訓練の実施・検証
・関係機関との情報共有

オリパラ
開催
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

使命：大会関連施設の被害を最小に留めるとともに、迅速に復旧を行う
【５】 災害対応ヘリの離着陸等を迅速に行う

＜具体的なアクションプラン＞
■ヘリによる緊急調査計画の策定等

・関係機関との役割分担を明確にしたうえで緊急調査計画を策定
⇒実施する調査内容の決定
⇒関係機関との調査範囲や内容の役割分担、連絡体制、調査結果の共有の確

認
⇒ヘリ派遣機数の決定
⇒被災時のヘリの飛行ルートの作成、給油ポイントの位置の把握

・調査計画に基づき、訓練を実施・評価し、計画を改善（PDCA）
・事前準備
⇒飛行ルートに合わせた場外離着陸場の把握・追加申請や、上空から一目で現在

地を把握するための河川堤防等へのヘリサインの整備などの事前準備を実施

・防災ヘリの更新、機能の充実
⇒各地方整備局等に配備する防災ヘリの計画を策定し、計画に基づき計画的

な更新・追加配備。
⇒更新に併せてヘリサットシステムの導入等、早期に被災状況を把握出来る

ように、機能の充実を図る。 ヘリの飛行ルートの作成

：飛行ルート

関東地整｢あおぞら号｣

場外離着陸場 河川堤防のヘリサイン

荒川

鶴見川

防災ヘリの配備

鶴見川

緊急調査計画の策定
・2017年度までに飛行
ルートの策定を実施。

場外離着陸場の追加検討等

ヘリによる緊急調査計画
の策定等

防災ヘリの追加配備、
機能の充実

実動訓練を通じて場外離着陸場の離着陸訓練等を実施

飛行ルート、関係機関との役割分担等を実動訓練を通じて
確認

場外離着陸場の把握・
申請等の事前準備

・計画的な更新・配備を
実施

適宜、計画を更新

防災ヘリの
配備計画

発災時に直ちに調査を実施するため、計画的に更新・配備

・2017年度までに場外離

着陸場の追加申請を実
施。

オリパラ
開催

○首都直下地震時の様々な被災状況に応じて緊急調査を実施できるような、「緊急調査計画」を策
定する。

○関係機関と連携したヘリ運用により、給油ポイントや緊急ヘリポート等を確保し、ヘリによる迅速な
広域調査を展開する。
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想定される深刻な事態 2020年東京オリンピック・パラリンピック開催をどう支えるか。
３）総力を挙げた交通手段の迅速な確保対策

○会場への交通機関が一部停止し、選手や観客の輸送に支障が生じるおそれ

○滞留者の多い会場周辺の主要駅等に群衆が殺到するおそれ
○深刻な交通渋滞や放置車両が発生するおそれ

○一般交通と大会開催に伴う交通との整合を図り、大会時における人員・物流輸送手段を迅速に
確保する必要

○災害発生時においても交通手段の機能を確保できるよう、事前の対策の必要

○東日本大震災時、地震発生からおよそ6時間
後の20時過ぎから30km圏･80km圏とも運転を
再開。30km圏で運転再開率100%となったのは､
3月13日7時。

■会場への交通機関が一部停止し、
観客等の輸送に支障が生じるおそれ

■一般交通に加え、観客等が局所的に増加するおそれ

東日本大震災後の首都圏鉄道運転再開率

東日本大震災発生時の歩道・車道の混雑状況（新宿）

■滞留者の多い会場周辺の主要駅等に群衆
が殺到するおそれ

都内の徒歩帰宅の状況

主要駅周辺で
2万人以上が足止め

○東日本大震災では首都圏も大きな揺れを観測し、鉄道で
は安全点検、被害状況の確認等に時間がかかり多くの
帰宅困難者が発生

○非常に多くの方が徒歩による帰宅を試みたが、普段徒歩
で移動する機会が少ないことから道路上で帰宅方向が
わからない人が多く発生するなど、災害に関する情報発
信が錯綜するおそれ

駅前における滞留者の状況（新宿）

○朝夕通勤時間帯や競技会場が集中する臨海副都心エリアでは、局所的に需
要が集中して混雑するおそれが懸念。

○大会期間中の観客と大会スタッフ数は約1,010万人、最大約92万人/日と予測。

大規模地震発生時における首都圏鉄道の運転再開のあり方
に関する協議会報告書（H24.3）より国土交通省作成

3/11 20時過ぎ

38%

24%

95%

80%

100%

3/13 7時

93%

（参考）東日本大震災発生時における首都圏の状況

○オリンピック会場周辺の鉄道ネットワーク

オリンピック期間中の日別観客・大会スタッフ
輸送需要 出典：東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会，

立候補ファイル（H26.1）

約920,000人

オリンピック会場周辺の鉄道ネットワーク
出典：東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会，HPより国土交通省作成

観客や大会スタッフが
最大約92万(人/日)訪れる

【凡例】
：競技会場等
：主要鉄道駅
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○鉄道の復旧に時間を要する場合に備え、鉄道不通区間における迅速な代替輸送等を実施するた
めに、関東ブロックの地方支分部局を中心に関係機関や地方公共団体と連携しつつ、バスや航空
機の活用など交通モード横断的な旅客輸送確保マニュアルを策定する。

○航空輸送上重要な空港としての機能を確保するため、羽田空港の耐震化を進める。

■鉄道不通区間における迅速な代替輸送

＜具体的なアクションプラン＞

大規模地震の想定地域における利用者
の多い路線等の耐震対策の推進

使命：総力を挙げた交通手段の迅速な確保対策
【６】 会場等への交通手段の迅速な確保

継続して耐震対策を実施

■列車や航空機の安全対策

列車や航空機の安全対策

・首都直下地震等で大きな揺れが想定される地域において、片道断面輸送量1日1万
人以上等一定の要件を満たす路線等に対して補助を実施。
・航空輸送上重要な空港としての機能を確保するため、滑走路等の耐震化を進める。

・行政機関や事業者団体等と協力し、鉄道不通区間の代替輸送の情報伝達訓練
を行い、必要に応じて「関東運輸局旅客代替輸送実施要綱」の見直しを行う。

・迅速な対応が可能な体
制を執る。

空港の耐震対策

・2017年度までに概ね
100％の耐震化を実施

鉄道施設の耐震対策

土質調査・設計の実施、耐震対策を実施

・土質調査を実施し、耐震照
査結果をもとに耐震対策範囲
を特定し、耐震対策を実施す
る。

羽田空港滑走路
等の耐震対策

オリパラ
開催

鋼板巻き

高架橋の補強

情報伝達訓練の実施と
実施要綱の見直し

情報伝達訓練の実施。
必要に応じて実施要

綱の見直し

情報伝達訓練の実施。
必要に応じて実施要綱

の見直し

情報伝達訓練の実施。
必要に応じて実施要

綱の見直し

情報伝達訓練の実施。
必要に応じて実施要

綱の見直し

情報伝達訓練の実施。
必要に応じて実施要

綱の見直し

机上訓練を
実施し要綱

を検証
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想定される深刻な事態 2020年東京オリンピック・パラリンピック開催をどう支えるか。
４）避難者等の安全・安心を確保する

○多くの外国人を含む滞在者がやむを得ず宿泊所や避難所に留まらざるをえないおそれ
○都心部の避難所では、避難者の集中やライフラインの被災により、居住スペースの減少や深刻な

物資不足の発生、衛生環境が悪化

○避難者への大量の災害支援物資の輸送や避難所を確保する必要

○避難所における避難者の安心・安全の確保のため、衛生環境等を確保する必要

給水待ちの避難者で溢れる駐車場
（H28熊本地震）

避難所の廊下まで溢れる避難者
（H28熊本地震）

膨大な数の避難者の発生（H28熊本地震）

○東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県を中心に、数百万人の避難
者が発生すると想定

○土地勘のない外国人を含む滞在者の増加により、避難所等で
パニックが生じるおそれ

181
149

134
101
100

93
90

47
46
44

41
41
41

0 50 100 150 200

洗濯

風呂

眠れない

プライバシーがない

何となく落ち着かない

トイレが汚い

生活スペースが窮屈

騒がしい

感染症が不安

情報入手

洋式トイレがない

交通が不便

出典：(株)サーベイリサーチセンター調べ

○避難所は、多様なニーズを持つ被災者が大量に避難してくることで様々な混乱が発生するおそれ。
○生活環境改善のための対策や、生活環境の整った避難所を確保していく対策が重要

■大量の災害支援物資の輸送の確保が重要な課題

大量の帰宅困難者の発生

■主要駅周辺地域などで帰宅困難者対策を
進める必要

○公共交通機関の停止に伴い、最大８００万人の帰宅困難者が発生
○主要駅周辺地域等では、屋外滞留者数の収容のため、帰宅困難

者対策を進めていくことが重要

n=327

東日本大震災時、駅に留まる帰宅困難者

■膨大な避難者のための避難対策や避難所
の確保が重要な課題

■避難所の衛生環境等を確保する必要

○大量の支援物資を輸送するのに十分な輸送力が確保できない、受け入れ
る場所の確保ができないことが想定

○物流のノウハウを有する者の不在等により、仕分け・搬出作業が円滑にい
かず、支援物資が滞留するおそれ

物資拠点に集められた大量の支援物資
（H23東日本大震災）

船舶を利用した管外からの
緊急物資の輸送（H28熊本地震）

人海戦術により支援物資を仕分け・搬出
（H28熊本地震）

ブルーシートを提供
（H28熊本地震）
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

＜具体的なアクションプラン＞

使命：避難者等の安全・安心を確保する
【７】 安全を確保するための避難対策

2018年度までに防災推進計画を策定 引き続き、地下街の地震や浸水への防災対策を推進鉄道駅や空港、
地下街等の避難
対策

・防災対策のための計画に基づく
取組に着手した地下街の割合
2018年度 100％

避難地や防災拠点の確保
・災害発生時の避難地や防災拠
点の確保による安全で安心できる
都市づくりを推進。

■鉄道駅や空港、地下街等の避難対策

・地下街については、「地下街安心避難対策ガイドライン」を基に、地下街管理会
社等に対して、地下街の安全点検や、「地下街防災推進計画」の策定を支援すると
ともに、計画に基づく避難通路や地下街設備の改修、避難啓発活動等の支援を行う。
（防災対策のための計画に基づく取組に着手した地下街の割合を100％（2018年度
末）にすることを目指す）
・外国人に配慮した情報提供を行うため、多言語（英語、韓国語、中国等）による
案内板・体制、通信環境の整備及び避難誘導対策を構築する。
・災害時の職員の意識向上と対応能力の向上を図るため、定期的な訓練を促進する。
・各空港における地震・津波に対応する避難計画の策定を推進する。

避難啓発活動 災害時の情報提供を行うデジタルサイネージ

避難誘導ピクトグラム

各空港における避難計画の策定を推進

地下街

空港 ・避難計画の策定を推進し、旅
客、職員等の安全・安心を確保。

一時待機スペースへの避難誘導訓練

29

■海岸堤防等の整備、水門等の確実な操作等

・避難のためのリードタイムを長くし確実な避難を支援するとともに、減災効果を高
めるため、海岸堤防等の整備を支援。

・ 津波による浸水を遅らせ、また浸水を最小限にとどめることにより、住民等が避
難する時間を稼ぐため、水門・陸閘等の自動化・遠隔操作化を支援。

防潮堤の整備（東京都京浜運河） 海岸堤防の整備（千葉県浦安市）

海岸堤防等の整備、水門
等の確実な操作等

海岸堤防等の整備及び水門・陸閘等の自動化・遠隔操作化の支援を実施
・海岸堤防等の整備及び水門・陸
閘等の自動化・遠隔操作化により
避難者等の安全・安心を確保。

水門の遠隔操作化（東京都目黒川水門）

防災・安全交付金等により防災公園の整備を支援

オリパラ
開催

■避難地や防災拠点の確保

・地域防災計画に位置づけられている防災公園のうち、広域的な避難地や防災
拠点となる都市公園の整備を重点的に支援。

広域避難地

緊急車両が通行可能な
広幅員の園路

避難地となる芝生広場

城北中央公園（東京都板橋区、26ha、都事業）

○広域的な避難地や防災拠点となる都市公園の整備を重点的に支援。

○地震・津波による被害を防止・軽減するため、海岸堤防等の整備及び水門等の自動化・遠隔操作
化を推進する。



○避難者への大量の災害支援物資の輸送、生活用水や衛生環境の確保を迅速に実施するとともに
土地勘のない外国人を含む滞在者の避難場所を確保する。

○地方公共団体や鉄道、バス事業者等により、鉄道利用者に加え駅に集まる避難誘導や情報提供
など帰宅困難者対策が適切に行われるよう、指導・支援する。

＜具体的なアクションプラン①＞

■国土交通省の総合力を活かした災害支援物資等の輸送

使命：避難者等の安全・安心を確保する
【８】 避難者の受け入れ体制の強化 ①

・物流事業者等と共に、輸送の調整手順、協力体制等を明確化した「即応型
災害支援物資輸送マニュアル」を2016年度に作成。

・物流事業者団体との協定未締結県への早期締結に向けた働きかけを強化し、
都道府県の輸送・保管・物流専門家派遣に係る協定締結を促進する。

川崎港に着岸した貨物船より災害支援物資
を積載したコンテナトレーラが下船

H27年度の演習

物資拠点等の体制構築を推進

・鉄道事業者による帰宅困難者対策の促進
・主要駅周辺の滞在者等の安全を確保するため、官民が連携して退避施設や
エネルギー供給施設等の整備や避難訓練の実施等を定める都市再生安全確
保計画等について、2018年度までに45地域で作成する。

・帰宅困難者の受入拠点となる一時滞在施設の整備の促進

帰宅困難者対策避難訓練

■主要駅周辺等における帰宅困難者対策

一時待機スペースへの避難誘導訓練

■衛生環境の確保

・発災後すぐに使用可能な
洋式トイレである「マン
ホールトイレ」の設置箇所
を拡大。
・また、東京都では、仮設
トイレのし尿の下水道への
搬入・受入体制の充実に向
け、区市町村と連携し訓練
を実施。

・避難所などのトイレ機
能を確保するため、これ
らの施設から排水を受け
入れる下水道管とマン
ホールの接続部の耐震化
を実施。
・避難所やターミナル駅、
防災上重要な施設などを
対象に対策を実施。

地震の揺れを吸収するゴ
ムブロックなどを設置

地震により被害を受けや
すい下水道管とマンホー
ルの接続部を可とう化

【マンホールトイレ】 【し尿の搬入・受け入れ訓練】

・平成28年度には、マンホールトイレ

の認知度向上のための動画及び冊子
を作成するとともに、地方公共団体の
マンホールトイレ整備・活用のノウハ
ウを共有する勉強会を開催。

【広報冊子「災害時のトイレ、どうする？」】
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

＜具体的なアクションプラン②＞

地下街・地下鉄等からの
避難対策

ホテル・旅館を避難者の
受け入れ先として活用

使命：避難者等の安全・安心を確保する
【８】 避難者の受け入れ体制の強化 ②

避難所、ターミナル駅、防災上重要な施設などを対象に下水道管の耐震化を実施

■地下街・地下鉄等からの避難対策

鉄道事業者の避難対策を促進

国土交通省の総合力を
活かした災害支援物資
等の輸送

生活用水や衛生環境の
確保

■ホテル・旅館を避難者の受け入れ先として活用

マニュアル作成 マニュアルを適宜改定

協定未締結県への働きかけの強化 優良協定事例の発掘・普及による既締結協定見直しの働きかけ

・2016年度に「即応型 災害支援
物資輸送マニュアル」を作成。
・2017年度までに都道府県におい
て輸送・保管・物流専門家派遣に係
る協定を締結

日本旅館協会等と自治体間での協定締結を促進

・ホテル・旅館を避難受入施設として位置づけるべく、日本旅館協会等と自治体との
間で利用に関する協定の締結を促進する。

利
用
希
望
者

市
町
村

都
道
府
県

①申し出 ②連絡

⑤提示

同
業
組
合

【スキーム】

⑥提示

③要請

④回答

【対象】高齢者、障がい者であって避難所での生活において特別の配慮を要する者
その他宿泊施設の利用が必要であると熊本県が認める者

【内容】宿泊場所、食事及び入浴施設の提供
【期間】応急仮設住宅等の整備により避難所としての利用の必要がなくなるまでの期間
【費用】利用者の自己負担なし

～今般の震災時の実際の運用例～ （熊本県、熊本県旅館ホテル生活衛生同業組合の間で締結）

・継続的に促進

主要駅周辺等における帰
宅困難者対策

・2018年度までに、特に多くの帰
宅困難者が見込まれる地域の全
てにおいて、帰宅困難者対策に取
り組んでいる状態とする帰宅困難者の受入拠点となる

一時滞在施設の整備の促進

都市再生安全確保計画等の
作成の促進

・ 2018年度までに計画作成地域
を45地域とする。各鉄道事業者の帰宅困難者

対策の促進

オリパラ
開催

・震災後においてもトイレ機能や
交通機能が確保できるよう、優先
度を設けて耐震化を実施。

・鉄道事業者等による安全確保が円滑に行われるよう、備蓄倉庫や一時待機
スペース、飲料水・食料等の備蓄、情報伝達設備の整備、避難訓練などを促
進する。

一時待機スペースへの避難誘導訓練

・継続的に促進

防災拠点の整備に対して支援を実施

継続的に計画作成を促進計画作成地域を45地域とする

引き続き各鉄道事業者の帰宅困難者対策についての取組を促進
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77.5%

65.8%

39.8%

39.8%

38.0%

33.8%

30.5%

21.8%

15.5%

1.5%

避難場所、避難経路

身の守り方

同行者・知人の安否情報

緊急連絡先

交通機関の運行情報

政府の支援情報

被害状況

宿泊施設の情報

今後の被害の見通し

その他 n=400

55.6%

49.3%
43.3%

地震による建物の倒壊

ライフライン（電気・水道・ガス）の寸断

情報網の寸断

地震による火災の拡大

原発事故による放射能汚染とその影響

交通網の寸断

ビルからの落下物など身近な場所での危険

津波

どんな災害が起こるのかわからない漠然とした不安

区や都がどういう災害対策・サービスを提供するのかわからない

避難所での避難生活

安全な場所への避難

液状化

アジア（韓国・朝鮮・

中国・台湾）

北米・欧州

50.0%

28.3%

8.0%

11.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

災害が発生した時に聞く、

または調べれば良いと思った

調べたかったが、忘れていた、

時間がなかった

調べたが、どこに情報があるのか

わからなかった

その他

想定される深刻な事態 2020年東京オリンピック・パラリンピック開催をどう支えるか。
５）事前に海外や国内に対し、適切な情報発信を行う

○外国からの旅行者等の混乱や人的被害等を最小限にとどめるためには、地震に対する認識
の相違も念頭に、平時より、海外や国内に対し、適切な情報発信を行うことが重要課題

■「災害の規模、発生場所などの情報」等を迅速に情報提供する必要

○外国人及び国民が、容易に事前に災害情報を入手できる体制の構築が必要
○オリンピック関連イベント等を活用するなど、様々な媒体を通じた情報発信により、国内外の旅行
者が安全・安心できる環境をつくる必要

○訪日外国人が事前に必要とする情報は、「身の守り方」が多い
○災害時に必要とする情報は、 「避難場所・避難経路」と「身の守り方」が多い
○災害時に訪日外国時に提供すべき情報は、「災害の規模、発生場所などの情報」が多い

質問：どのような情報を収集しましたか

○訪日外国人が事前に収集した情報

国土交通省調べ

■災害情報の所在が不明で、事前の情報収集ができないおそれ

質問：日本滞在中の災害に備え、
事前に情報収集しましたか

質問：情報収集をしなかったのはなぜですか

■多くの外国人が地震を不安に思う災害と認識

■訪日外国人の情報源はウェブサイトを中心に多岐にわたる

○訪日外国人が災害時に必要とする情報

質問：もし災害が発生したら、
どのような情報が必要になりますか

災害時における外国人旅行者への情報提供に関
する調査事業（観光庁）より国土交通省作成

○訪日外国人の情報収集源はウェブサイトが中心であるが、テレビ・ラジオ等のメディアや知人からの電話やメール、SNS
など多岐にわたる。

○日本で開催される国際会議の活用等、あらゆる関係者・機会を総動員したオールジャパン体制で海外プロモーション事業
を展開。

ウェブサイト シンポジウム（イメージ）
出典：観光庁資料

○訪日外国人の情報収集方法

メディア（ガイドブック等）

安心して旅行ができる, 
86.8%

不十分, 
13.2%

n=1,456

○外国人の地震に対する認識

○外国人旅行者の過半数が地震を「不安」と回答。
○多くの外国人が「地震による建物の倒壊」、「ライフラインや情報網の寸断」を不安と回答。

出典：「外国人旅行者を対象とする意識調査
の結果について（抜粋）（東京消防庁）」

質問：自然災害等についてどのようなことが不安と感じるか
（港区に住む20 歳以上の外国人を対象とした調査）

出典：平成28年度 国際化に関する実態調
査（東京都港区）より国土交通省作成

n=471

n=59

71.2%

37.3%

28.8%

25.4%

22.0%

18.6%

18.6%

16.9%

13.6%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

身の守り方

避難場所・避難経路

被害想定

被災した場合の支援

過去の被害

路線情報

気象予報

緊急連絡先

政府の防災の取り組み

その他

n=197

した

29.9%

しなかった

70.1%

n=138

○外国人の事前の情報収集の実態

○多くの外国人が、災害に備え、事前に情報収集を「しなかった」と回答（７０．１％）。
○情報収集しなかった理由は、「災害が発生した時に調べれば良い」を半数が回答。

○情報提供サイトが整備されていれば安心して日本を旅行できると答えた人が多数（８６．８％）。

質問：情報提供サイトが整備されていれば安心
して日本を旅行することができると思いますか

質問：日本滞在中に災害が発生した場合
どのような方法で情報収集しますか。

国土交通省調べ
国土交通省調べ 国土交通省調べ

17

19

10

13

2

21

20

19

6

18

10

9

4

20

17

12

14

0 20 40 60 80

災害の規模、発生場所な

どの情報 (n=76)

各種交通の運行状況

(n=66)

家族・友人の安否情報

(n=50)

母国大使館のメッセージ
(n=37)

その他 (n=2)

英語 中国語（簡体） 中国語（繁体） 韓国語

（人数）

質問：災害時、訪日外国人に提供すべき情報内容

出典：「災害時における訪日外国人旅行者への情報
提供のあり方に関する提言（H25.3）」より国土交通省調べ

出典：日本政府観光局（JNTO）HP
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○津波ハザードマップ等を活用した避難訓練の実施と訓練による防災意識の啓発に努める。地域防
災力向上のための防災教育を促進する。

○国内旅行者の他、外国人が容易に災害情報を入手できる体制を構築する。

使命：事前に海外や国内に対し、適切な情報発信を行う
【９】 外国人を含む避難者への情報提供体制を強化する ①

■発災時の対処法を容易に入手できる体制を強化

＜具体的なアクションプラン①＞

・外国からの旅行者等の混乱や人的被害等を最小限にとどめるためには、地震に対する認
識の相違も念頭に、平時より、海外や国内に対し、適切な情報発信を行っていくことが重要。

・各関係機関の情報提供ツールを集約し、多言語化やスマートフォン対応により、海外や国
内に対して容易に情報を入手できる体制を構築。

■海外諸国へ情報提供を行うための体制を構築

・事前の防災体制や国内の災害発生状況、対応状況等について、外国政府等を通じて迅速かつ適切に情報発信を行う体制を構築する。
・また、この情報発信を通じて日本の災害対応力や復旧・復興力を効果的に伝え、安全・安心な日本社会を世界に発信する。

33

Information 
should be 
viewed in 

the event of 
a disaster

Information 
you should 
know from 

now 路線状況

私たちの取り組み

関係機関の情報提供ツールを

一元化
訪日中に地震が発生し、医療機関を探す場合

Safety tipsを
クリック！

医療機関情報を
クリック！

①

② ③

身の守り方を
クリック！

目的
達成！

① ② ③

Disaster Prevention Portal / 防災ポータルを開設！

○防災に役立つ情報75サイトを見やすくカテゴライズして
ひとまとめに！ 多言語対応サイトは 29サイト (H29年8月時点)



施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

＜具体的なアクションプラン②＞

発災時の対処法を容易
に入手できる体制を強化

使命：事前に海外や国内に対し、適切な情報発信を行う
【９】 外国人を含む避難者への情報提供体制を強化する ②

ポータルサイトの開設
リンク先の追加・更新 ・2017年度にポータ

ルサイトを開設。

海外諸国へ情報提供を
行うための体制を構築

■津波ハザードマップの作成・周知

・2020年度までに
情報提供体制を
構築。

外国政府等を通じた情報提供体制を検討・構築

・津波ハザードマッ
プの作成を推進

津波ハザードマップの作
成・周知を支援

水害HM作

成の手引
きの公表

市町村による津波ハザードマップの作成及び住民への周知活動を促進

・市町村による津波ハザードマップの作成及び住民への周知活動を促進
・市町村が津波ハザードマップを作成及び利活用する際の参考となるよう、
水害ハザードマップ作成の手引きの整備による技術的支援を実施

港区 津波ハザードマップ水害ハザードマップ作成の手引き

■防災に関する地理空間情報の更なる活用促進

・国内外の大会参加者及び観客に対して分かりやすく防災情報を発信するため、
基礎となる防災に関する地理空間情報の整備や活用を促進する。
・インターネットやスマートフォン等を利用した防災情報提供サービスを推進
するため、地理院地図や国土交通省ハザードマップポータルサイト等の運用を
行うとともに、防災アプリの公募・表彰事業により蓄積された知見を活用し、
アプリ開発者等が利用しやすい手法により、情報を発信する。

防災に関する地理空間情報

避難場所
ハザードマップ
水害、地震、火山
に関する地図
標高データ等

国内、外国人を含む避難者

民間サービス開発促進

防災情報提供サイトの運用

防災に関する地理空間情
報の更なる活用促進

・避難場所情報等の防災に関する地理
空間情報の整備・提供、活用促進

・ハザードマップポータルサイトの充実
・防災アプリの公募・表彰

防災に関する地理空間情報の更新及び提供、活用促進
・防災情報提供サイトの運用
・民間の防災情報提供サービスの開発促進

・防災に関する
地理空間情報の
活用促進

多言語化
SNS等の活用による情報発信

情報発信の継続・更新

オリパラ
開催
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○国際会議等を通じ、海外諸国に対して、国土交通省の防災への取組等について情報発信を行う。
○ホームページ等を通じて、発災後のインフラ復旧情報等を海外等へタイムリーに発信する。

使命：事前に海外や国内に対し、適切な情報発信を行う
【10】 イベントやHP等を活用した海外等への情報発信

■国際会議などを通じた国土交通省の防災への取組等の周知

○日本で開催される国際会議、スポーツイベント等を活用した情報発信

国際会議を通じた国土
交通省の防災へ取組等
の周知

・2020年度までに、国際社会
において国土交通省の取組
の認知度を向上させる（2021
年度以降も継続）

国際会議などを通じた国土交通省の防災への取組等の周知

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

■ 発災後のインフラ復旧情報等の海外等へのタイムリーな発信

今後開催される国際会議においても引き続き、国土交通省の防災対策を各国に紹介する。
※具体的な会議名や時期については、今後各国との調整等を踏まえて決定。

○発災後、刻々と変化する被災状況等についても、可能な限り海外諸国へ情報提供
を行うための体制を構築

国内に対して実施している発災後におけるインフラ復旧情報等のタイムリーな発信を、
可能な限り海外諸国に対しても実施する。

発災後のインフラ復旧情報等の海外等へのタイムリーな発信を行う体制を構築

・早期に発災後のインフラ復
旧情報等のタイムリーな発信
を行う体制を構築

ＨＰ等を活用した発災後
におけるインフラ復旧情
報等のタイムリーな発信 35



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．首都直下地震における国土交通省のミッションと主な対応
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【ロードマップ目次】
２．首都直下地震における国土交通省のミッションと主な対応

１．地震や津波から首都圏に暮らす多くの命を守る。

１）事前の備えを加速し、直接的な人的被害を最小化する。

・住宅・建築物の耐震化 ［１］

・密集市街地の防災性の向上 ［２］

・宅地の耐震化 ［３］

・都心部を含めた土砂災害対策 ［４］

・避難地や防災拠点の確保等 ［５］

・海岸堤防等の整備、水門等の確実な操作等 ［６］

２）津波にも備えるため、特に太平洋沿岸地域での避難対策等を進める。

・既存施設の活用を含めた避難路・避難場所の確保等 ［７］

・巡視船艇・航空機による関係機関と連携した救助・支援活動 ［８］

３）人命救助に全力を尽くす。

・広域応援部隊の優先的輸送 ［９］

※［○］は様式ナンバー

・災害情報の情報収集・共有体制の強化 ［１０］
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【ロードマップ目次】
２．首都直下地震における国土交通省のミッションと主な対応

２．過密な都市空間における安全を確保する。

１）街中の制限された空間に集中している人々の安全対策を進める。

・列車や航空機の安全対策 ［１１］

・鉄道駅や空港、地下街等の避難対策 ［１２］

・エレベーター閉じ込め対策 ［１３］

・主要駅周辺等における帰宅困難者対策 ［１４］

・避難経路情報等の提供 ［１５］

・航路を活用した総合啓開 ［１８］

２）情報発信により、避難者等の安全な避難を支援する。

・道路啓開計画の深化 ［１６］

３）深刻な道路交通麻痺においても緊急輸送ルートを速やかに確保する。

※［○］は様式ナンバー

・無電柱化の推進 ［１７］
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【ロードマップ目次】
２．首都直下地震における国土交通省のミッションと主な対応

３．膨大な数の被災者・避難者の安全・安心を支える。

１）東京湾での大規模な火災を起こさせない。発生した火災には関係機関とともに延焼をくい止める。

・国土交通省の総合力を活かした災害支援物資等の輸送 ［１９］

・衛生環境の確保 ［２１］

・被災者向け住宅等の供給に向けた体制整備 ［２０］

・海上防災対策資機材等の整備、関係機関等との訓練の実施 ［２２］

・海岸・河川堤防等の整備、水門等の確実な操作等 ［２４］

２）民間ストックの活用も含めた被災者向け住宅等を供給する。

・船舶の待避場所の確保及び避難誘導 ［２３］

３）避難所等の生活環境を整える。

４．地震後の二次災害や複合災害にも備える。

１）総合力を活かした災害支援物資輸送を実施する。

２）墨田区や江東区等ゼロメートル地帯の安全を確保する。

・地下街・地下鉄等からの避難対策 ［２７］

３）地震後の降雨等に起因する土砂災害の拡大、発生による被害を防ぐ。

・河川堤防等の緊急復旧・排水計画の策定 ［２５］

・複合災害に備えた防災行動計画（タイムライン）の策定 ［２６］

・膨大な被害想定箇所のリスク評価 ［２８］

・重点的な緊急点検・応急対策の実施 ［２９］

※［○］は様式ナンバー
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【ロードマップ目次】
２．首都直下地震における国土交通省のミッションと主な対応

５．我が国の首都中枢機能の麻痺を防ぐ。

１）首都圏の特性を踏まえた迅速な被害調査を実施する。

・道路、港湾、空港、鉄道の耐震対策と代替機能の確保等 ［３０］

・業務継続計画の検証訓練等の実施 ［３２］

・中央省庁の庁舎等の耐震化等の推進、電力や情報通信機能の確保等 ［３１］

・関係機関と連携したヘリ運用による広域調査 ［３４］

・あらゆる手段による 迅速なインフラ復旧 ［３６］

２）災害対応にあたる中央省庁等の機能不全を防ぐ。

・タクシー無線等を活用した情報提供 ［３５］

・鉄道不通区間における迅速な代替輸送 ［３７］

・国民の安全確保等に必要な車検・登録システムの防災対応力の強化 ［３３］

６．首都中枢機能の被害はあらゆる手段で迅速に回復させる。

１）陸・海・空をしっかりつなぎ、信頼性の高い交通・情報通信基盤を構築する。

２）迅速なインフラ復旧や代替等により、社会・経済活動への影響を最小化する。

・国際会議などを通じた平時からの情報発信 ［３９］

３）世界に向け、国交省の対応に関する情報を積極的に発信していく。

・ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの充実・強化 ［３８］

・発災後におけるインフラ復旧情報等のタイムリーな発信 ［４０］

※［○］は様式ナンバー
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【ロードマップ目次】
２．首都直下地震における国土交通省のミッションと主な対応

７．長期的な視野に立ち、時代に即した首都圏の復興を目指す。

・国土形成計画の着実な推進 ［４１］

・復興事前準備の取組を推進 ［４３］

・国の中枢機能を担うインフラの長期計画 ［４２］

２）復興計画の策定を支援する。

１）あらかじめ国土やインフラの今後の方向性を明確に示す。

※［○］は様式ナンバー
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○首都直下地震では、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県を中心に強い揺れが発生し、全壊する
住宅や建物等が最大で約17.5万棟発生すると想定されている。

○改正耐震改修促進法の円滑な運用を図るとともに、住宅・建築物の耐震診断・改修等に係る所有
者の経済的負担の軽減及び耐震化に関する更なる情報提供を図ることにより、2020年の耐震化
率95%の目標達成に向け耐震化を促進。

■改正耐震改修促進法の円滑な運用

＜具体的なアクションプラン＞

■耐震化に関する更なる情報提供

・ 耐震改修支援センターのホームページにて、耐
震改修等に関する目的別のパンフレットの配布
や、耐震診断･耐震改修に携わる建築士事務
所・事業者の一覧を掲載。

・ 耐震化促進のための規制的な措置として、 耐震診断の実施と結果
の報告を義務付け、所管行政庁において結果の公表を行う。

【対象】 ・不特定多数の者等が利用する建築物のうち大規模なもの等
・避難沿道建築物、防災拠点建築物

・ 耐震性が確保されている旨の認定を受けた建築物について、その
旨を表示することが可能。

・ 住宅・建築物安全ストック形成事業（交付金）により、所有者
が実施する住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等について、
地方公共団体と連携し、財政的支援を行う。

・ 地方公共団体が住宅耐震化緊急促進アクションプログラムを
策定し、積極的な普及啓発を行う場合には、戸建住宅の耐震
改修等に対して重点的に支援を行う。（2017年度末まで）

・ 耐震対策緊急促進事業（補助金）により耐震診断の義務付け
対象となる建築物及び超高層建築物等の長周期地震動対策
に対し、通常の助成に加え、重点的・緊急的に支援を行う
（2018年度末まで）。

・ 天井脱落防止対策に対する支援を実施。

・2020年までに住宅
及び多数の者が利
用する建築物の耐
震化率を95%にする
こと、2025年までに
耐震性が不十分な
住宅を概ね解消す
ることを目標とする。

改正耐震改修促進法の円滑
な運用

【１】 住宅・建築物の耐震化

■住宅・建築物の耐震化に係る経済的負担の軽減

住宅・建築物の耐震化に係
る経済的負担の軽減

パンフレットの事例

耐震化に関する更なる情報提供

改正耐震改修促進法の円滑な運用

耐震化に関する更なる情報
提供

建築物の耐震改修の
事例

（鉄骨ブレースによる壁
の補強）

戸建住宅の耐震改修等に対する
重点的な支援

基準適合認定
建築物の表示

耐震診断の義務付け対象となる建築物及び
超高層建築物等長周期地震動対策に対する重点的・緊急的な支援

・住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援
・天井脱落防止対策に対する支援

オリパラ
開催
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

密集市街地の改善整備を行う地方公共団体等に対する財政的支援

＜具体的なアクションプラン＞

･住宅市街地総合整備事業（交付金・補助金）、都市防災
総合推進事業（交付金）等により、延焼遮断効果のある
道路等の整備、避難場所・避難経路の確保、老朽建築
物の建替え・除却等を行う地方公共団体等に対して財政
的支援を行う。

･また、密集市街地総合防災事業（補助金）により、
地方公共団体や民間事業者等が連携し、これらの防災
対策の推進とあわせ、多様な世帯の居住促進を図るた
め、生活支援機能等の整備を進めるなど、総合的な環
境整備を行う場合にも財政的支援を行う。

「地震時等に著しく危険な密集市街地」の進捗状況の公表

密集市街地の改善整備を行う
地方公共団体等に対する財政的
支援

【２】 密集市街地の防災性の向上

■密集市街地の改善整備を行う地方公共団体等に対
する財政的支援

「地震時等に著しく危険な
密集市街地」の進捗状況の公表

・環状6号線から8号線
の間をはじめとして広
範囲に存在する木造住
宅密集市街地のうち
「地震時等に著しく危険
な密集市街地」を2020
年度までに概ね解消す
る。

■「地震時等に著しく危険な密集市街地」の進捗
状況の公表

・「地震時等に著しく危険な密集市街地」の進捗
状況を毎年度国交省のＨＰに公表する。

密集市街地改善の取組みを
とりまとめた事例集の作成・周知

■密集市街地改善の取組みをとりまとめた事例
集の作成・周知

・密集市街地の改善整備をより一層促進するた
め、地方公共団体等の取組みをとりまとめた
事例集を作成し、周知を図る。

事業的手法による取組み
（基盤整備、建物整備等）

規制的手法による取組み
（都市計画・建築規制等）

その他ソフト的手法による取組み
（消防強化、意識啓発、避難訓練等）＋ ＋

事例集の周知
事例集
の作成

○ 首都直下地震が発生した場合、東京都の都心部を中心に、約18万棟の家屋等が全壊。特に、環

状6号線～8号線の間をはじめとして広範囲に存在する木造住宅密集市街地を中心に、大規模な
火災延焼で最大約41万棟が消失すると想定されている。

○市街地や公園緑地等の整備、延焼遮断帯として機能する幹線道路等の整備、老朽建築物の除却
と合わせた耐火建築物等への共同建替え、避難や消火活動の向上を図る狭あい道路の拡幅等、
きめ細やかな対策を推進することにより、環状6号線～8号線の間をはじめとして広範囲に存在す
る木造住宅密集市街地のうち「地震時等に著しく危険な密集市街地」を2020年度までに概ね解消
する。

オリパラ
開催
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○大地震時等における滑動崩落や液状化による宅地の被害を軽減する上で、滑動崩落等の危険性
について住民への情報提供等を図ることが重要。

○国土交通省では、地方公共団体が滑動崩落等の危険性を住民へ情報提供するために必要な支
援等を実施する。

■液状化の被害等について住民へわかりやすい表現の検討

＜具体的なアクションプラン＞

・既存の液状化マップは、液状化被害の発生リスクについて表現されているが、具体的な
液状化被害や対策がイメージできるものとはなっておらず、住民に液状化による被害や
対策の必要性が十分認識されていない。

・そのため、国土交通省において液状化マップを作成する際のわかりやすい表現を検討し、
検討結果を地方公共団体と共有することで、地方公共団体が液状化マップを作成する際
の支援を行う。（概ね2年～3年以内）

・2020年度までに大
規模盛土造成地
マップ等の公表率を
約70％まで引き上
げる。

液状化の被害等について
住民へわかりやすい表現
の検討

【３】 宅地の耐震化

液状化マップの表現方法を検討

地方公共団体の大規模盛土造成地マップ公表等を推進

■大規模盛土造成地マップ公表

・地方公共団体が大規模盛土造成地の調査等を行うために必要な事項を整理した「大規
模盛土造成地の滑動崩落対策推進ガイドライン及び同解説を平成27年5月にとりまとめ、
地方公共団体に対する技術的な支援を行っている。
・国と地方公共団体との情報交換の場を設けるなど、大規模盛土造成地マップの公表等
についての課題や対応についての情報共有をすることにより、地方公共団体の取り組み
を支援している。
・国土交通省において、3ヶ月ごとに市町村ごとの進捗状況を把握・ホームページでの公表
を行うことにより、地方公共団体の取り組みを後押ししている。

地方公共団体の液状化マップ公表等を推進

液状化マップの事例（熊本市）

大規模盛土造成地マップの例（東京都）

大規模盛土造成地マップ
公表

オリパラ
開催
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○地震により急傾斜地等で斜面崩壊が発生、加えて地震後の余震継続や降雨により、斜面崩壊の
拡大や新たな斜面崩壊の発生により被害の甚大化への対応が国土交通省としての重要な責務。

○国土交通省は、首都直下地震緊急対策区域に指定された区域において、密集する住宅や重要交
通網等の被害を防止するため、土砂災害対策として都県の取組みを促進する。

■土砂災害警戒区域等の基礎調査の促進

首都直下地震緊急対策区域に指定された区域の急傾斜
地崩壊対策施設の整備促進

■急傾斜地崩壊対策事業による対策施設の整備促進

■防災意識の向上

・急傾斜地の崩壊等による土砂災害が発生した場合に、
住民等の生命又は身体に危険が生じるおそれがある
区域等に関する基礎調査を推進し、危険区域の調査結
果を速やかに公表（概ね4年以内）。

・土砂災害に関する情報収集・伝達等その他警戒避難体制に関
する事項を定めるための支援を行う。

・警戒避難を確保する上で必要な事項を住民に周知させるため、
避難地や情報伝達手段等を記載したハザードマップなど作成
に関する技術的支援や住民への配布等必要な措置を講じるた
めの支援を行う。

・首都直下地震緊急対策区域に指定された区域において、急傾斜地崩壊対策
施設の整備促進（平成30年度までに1都3県で概ね5千戸を保全）。

・2018年度まで首都直
下地震緊急対策区域
の指定区域における
急傾斜地崩壊対策施
設整備を促進

土砂災害警戒区域等の基礎調査の促進

急傾斜地崩壊対策事業によ
る対策施設の整備促進

防災意識の向上

【４】 都心部を含めた土砂災害対策

土砂災害に関する事項について、ハザードマップの整備等に係る技術的支援を継続的実施

■警戒避難体制の強化

土砂災害に対する防災訓練・防災教育の継続的実施

継続的な整備促進

土砂災害警戒区域等の基
礎調査の促進

警戒避難体制の強化
・2019年度までに土砂
災害防止法に基づく基
礎調査を完了、警戒
避難体制強化の技術
的支援を実施

・実践的で多くの住民等が参加する防災訓練を展開と防災教育
の推進。

・住民参加のハザードマップづくりの促進。
・要配慮者利用施設管理者が避難計画策定するための留意事

項や事例等の説明会実施。

緊急対策区域の指定地域
（平成27年3月31日現在）

急傾斜地崩壊対策施設による対策事例 首都直下地震緊急対策区域

土砂災害警戒区域等
（急傾斜地の崩壊）

急傾斜地

土砂災害を対象とした
防災訓練

土砂災害ハザードマップ事例

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

■地方公共団体による防災公園の整備を支援

防災・安全交付金等により防災公園の整備を支援

＜具体的なアクションプラン＞

・地域防災計画に位置づけられている防災公園のうち、広域的な避難地や防災拠点となる都市公園の整備を重点的に支援。

・災害発生時の避難
地や防災拠点の確
保による安全で安
心できる都市づくり
の推進

地方公共団体による
防災公園の整備を支援

【５】 避難地や防災拠点の確保等①

○都市の防災機能の向上により安全で安心できる都市づくりを図るため、地震災害時に復旧・復興
拠点や復旧のための生活物資等の中継基地等となる防災拠点、周辺地区からの避難者や帰宅困
難者を収容し、市街地火災等から避難者の生命を保護する避難地等となる都市公園（防災公園）
等について、防災・安全交付金や防災公園街区整備事業により整備を推進。

オリパラ
開催

三木総合防災公園(兵庫県三木市、202ha、県事業)

広域防災拠点

備蓄倉庫

物資の集積・配送拠点
となる運動施設

広域避難地

緊急車両が通行可能な
広幅員の園路

避難地となる芝生広場

城北中央公園（東京都板橋区、26ha、都事業）
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○首都直下地震発生時に、東京国際空港の機能継続を通して、国民の安全・安心、首都中枢機能
の確保等に資する事が重要となる。

〇避難場所や活動拠点の確保、応急活動にあたることが可能な職員、指揮命令系統及び水・主食
及び毛布等の主要備蓄品の確保に必要な対策を実施する。

■活動可能な体制の構築

活動可能な体制の確保

＜具体的なアクションプラン＞

・関係機関と協議のうえで、避難場所や活動拠点の確保、応急活動にあたるこ
とが可能な職員、指揮命令系統及び水・主食・毛布等の主要備蓄品の確保等
を定めた東京国際空港業務継続計画を改定する。

・耐震診断による構造安全性が確保され、滞留者数を想定した避難場所を
確保する。

・避難経路は、非構造部材である天井の落下、物販棚等の転倒のおそれの
ない経路を設定する。

・避難を支援する人員体制と役割分担を定める。

避難場所等の確保の検討避難場所等の確保

活動拠点等の確保

【５】 避難地や防災拠点の確保等②

活動拠点等の確保の検討 活動拠点等の確保

避難場所の確保

■避難場所の確保等

活動可能な体制の継続活動可能な体制の構築

・2017年度までに

業務継続計画を改
定。

■活動拠点等の確保

・SCUの活動拠点やDMATの参集
拠点を確保する。

避難経路（イメージ）

DMATの活動

オリパラ
開催
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○地震・津波による被害を防止・軽減するため、海岸堤防等の整備及び水門等の自動化・遠隔操作
化を推進する。

【６】海岸堤防等の整備、水門等の確実な操作等

水門の遠隔操作化（東京都目黒川水門）

海岸堤防等の整備

・海岸堤防等の整備率※

（計画高までの整備と耐震化）

2014年度59％
→2020年度 96％

水門・陸閘等の自動化・
遠隔操作化

■海岸堤防等の整備 ■水門・陸閘等の自動化・遠隔操作化

・避難のためのリードタイムを長くし確実な避難を支援するとともに、減災効果
を高めるため、海岸堤防等の整備を支援。

・津波による浸水を遅らせ、また浸水を最小限にとどめることにより、住民等が避
難する時間を稼ぐため、水門・陸閘等の自動化・遠隔操作化を支援。

・水門・樋門等の自動化・
遠隔操作化率※

2014年度90％
→2020年度 100％

※関東ブロックにおける社会資本整備重点計画

防災・安全交付金による支援を実施

防災・安全交付金による支援を実施

東京都第二高潮対策センター（外観）

東京都第二高潮対策センター（内観）

遠隔操作

海岸堤防の整備（千葉県浦安市）防潮堤の整備（東京都京浜運河）

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞
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○津波から住民等の命を守るために必要な避難路・避難場所の整備を進める。
○津波発生時に、船舶が適切に避難行動をとれるようにするため、船舶津波避難マニュアル作成等

を通じた船舶津波避難対策を推進。
○近隣に避難場所がない地域等の津波対策の一つとして、「津波救命艇」の普及を図る。

施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

津波からの避難路・避難場所の整備を行う地方公共団体等に対して財政的支援
津波避難対策として地方
公共団体等が行う避難
路・避難場所整備を促進

【７】 既存施設の活用を含めた避難路・避難場所の確保等

地方公共団体等が
行う津波避難対策
を推進

■船舶津波避難マニュアル作成等を通じた船舶津波避難対策の推進

・海運事業者での「船舶津波避難マニュアル」の作成を推進
・主に中小の海運事業者向けに「津波対応シート」を普及

（概ね一年以内）
・海運事業者における定期的な津波避難訓練やマニュアルの見直しを推進

チェックリスト

□ ① 荷役作業の中止 （ 分）

□ ② 乗組員の招集 （ 分）

□ ③ 離桟・出港（エンジン及びスラスター）の準備 （ 分）

□ ④ タグ、水先人及び綱取り支援の有無

□ ⑤ 荷役設備（クレーン・ローディングアーム・蛇腹シュート等）の格納確認

□ ⑥ 出港航路の状況（障害物及び他船の存在）を確認

□ ⑦ 係留索の解らん、又は切断 → 出港 （ 分）

□ ⑧ 出港後、陸上の関連部署、運航会社に連絡 緊急出港まで （ 分）

□ __________________________________________________________

□ ① 乗組員の招集 （ 分）

□ ② 係留索の巻き締め、増し取り／係留索ウインチのブレーキ増し締め （ 分）

□ ③ アンカーの準備 （ 分）

□ ④ エンジン及びスラスターの準備（索切断、漂流に備えて） （ 分）

□ ⑤ 荷役中断等の協議、指示 （ 分）

□ ⑥ 防水措置（全防水扉の閉鎖、海水弁の閉鎖など）の確認 （ 分）

□ ⑦ 陸上の関連部署、運航会社に連絡・確認 係留措置完了まで（ 分）

□ ⑧ 情報収集の継続
（港長・港湾管理者等からの助言、避難指示に対する準備）
（港外退避する場合の安全（避難）水域の確認）
（陸上退避する場合の退避先、退避経路等の確認）

□ _________________________________________________________

貨物船用

□ ①乗組員の点呼・確認 （ 分）

□ ②退避先、退避経路、所要時間等の確認

□ ③総員陸上避難の指示 （ 分）

□ ④総員の陸上避難までの必要な船内作業 （ 分）

（荷役設備等の船・陸間の接続をできれば離脱しておく） 退船まで（ 分）

□ __________________________________________________________

陸上避難の場合

係留対応中に船体が岸壁から離れる場合、係留索の切断、ガントリークレーンやアンローダーが

倒壊する恐れがあるので、乗組員は安全な場所に避難する

港外退避の場合

係留強化の場合

漂流した場合の留意（補足）

(可能な限り、各作業の想定所要時間を事前に記入)

津波情報の収集手段を確保し、情報収集

（テレビ・ラジオ・ＶＨＦ）

港長・港湾管理者等の

指示の有無を確認

最新の津波情報
の聴取継続
（テレビ・ラジオ・

VHF）

最新の津波情報

の聴取継続
（テレビ・ラジオ・

VHF）

最新の津波情報
の聴取継続
（テレビ・ラジオ・

VHF）

連絡先

代 理 店： 運航会社：

ス テ ベ： 港 長：

綱 取 り： 海上保安部：

タグ会社： そ の 他：

入
港
前
に
あ
ら
か
じ
め
確
認

地
震
・
津
波
発
生
時
に
判
断

地震・津波発生!!

地震情報

時刻
h m

規模

Ｍ

発生地 震度

津波情報

大津波警報 津波警報 津波注意報

津波到達時間
m

津波予想高 m

船長判断

津波対応（判断目安）

警報レベル 津波高さ

着岸中 錨泊中

津波到達時間

分以内 分以上 分以内 分以上

大津波警報 ３ｍ以上

津波警報 １～３ｍ

津波注意報 １ｍ未満

港外退避 係留強化 陸上避難

津波対応 確認事項

津
波
対
応(

判
断
目
安)

港・船舶情報

港名 ： 着岸方法： 入船 ・ 出船

着桟岸壁： 岸 壁 ： 耐震強化・非耐震強化

船名： G/T：

船種： 乗員： 人 積荷：

避難基本情報

港外安全水域： ( ) から ( ) 度 ( )ｍ 水深： ｍ
北緯： 東経： 安全水域までの到達時間： 分

陸上退避場所： 操船支援可否： タグ （ 要 ・ 否 ）

記入者： 【 港】 貨物船用

船
舶
運
航
事
業
者
が
事
前
に
記
入
（
荷
主
、
船
長
等
と
確
認
）

船
長
が
判
断

津波対応シート

船舶津波避難対策の推進 「津波対応シート」の普及・海運事業者での定期的なマニュアルの見直し、訓練の実施の促進

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

■津波避難対策として地方公共団体等が行う
避難路・避難場所整備を促進

防災・安全交付金の基幹事業である都市防災
総合推進事業により、津波からの避難路・避
難場所の整備を行う地方公共団体等に対して
財政的支援を行う。

津波避難タワー 津波避難訓練の様子

海運事業者等が行う

津波避難対策を推
進

■津波救命艇の普及

津波救命艇ガイドライ
ンに適合した「津波救
命艇」の活用方策を周
知し、普及を図る。

津波救命艇

津波救命艇の普及促進 津波救命艇の普及津波救命艇ガイドラインに適合した「津波救命艇」の活用方策を周知
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

関係機関と連携した人命救助訓練、人員・物資の緊急輸送訓練等を通じ、捜索救
助能力の維持・向上、連携・協力体制の充実を図る。

関係機関：（例）自衛隊、消防、地方公共団体、医療機関

適時適切に改正を
実施

動員計画の適時適切な
改正

【８】 巡視船艇・航空機による関係機関と連携した救助・支援活動

人命救助、緊急輸送等にかかる実働訓練を実施

■関係機関と連携した防災訓練（人命救助・緊急輸送訓練等）の実施

巡視船艇・航空機勢力の増強や被害想定の更新等に伴う改正を実施（随時）

関係機関と連携した訓練
の実施

継続実施

○要救助者の吊上救助

○人員・物資緊急輸送 ○救護所の展開

○傷病者の搬送

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞
■動員計画の適時適切な改正

地震発生直後から円滑かつ迅速に救助・支援活動を行うため、あらかじめ策
定した動員計画について、巡視船艇・航空機勢力の増強や被害想定の更新等
に伴い、適時適切な改正を実施する。

首都直下
地震発生

○全国から巡視船艇・航空
機等を迅速に動員

○被害想定

反
映

250ｍメッシュ別の全壊・焼失棟数（都心
南部直下地震、冬夕、風速8m/s）
中央防災会議
首都直下地震対策検討WG（H25,12）

○首都直下地震が発生した場合、地震や津波による甚大な被害が想定される。いかに人命救助に
全力を尽くすのかが国土交通省の重要な責務。

○国土交通省は、あらかじめ被災管区に動員する勢力を定めた動員計画に基づき、全国から海上保
安庁の巡視船艇・航空機を動員し、関係機関とも連携しながら、対応勢力が不足する初動期にお
いては、人命救助を最優先として対応し、状況に応じ、順次、人員・物資の緊急輸送等を実施する

○関係機関と連携した訓練等を通じ、捜索救助能力の維持・向上、連携・協力体制の充実を図る。
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○南海トラフ地震及び首都直下地震の発災時における警察庁、消防庁及び防衛省の広域応援部隊
の輸送に関し、関係省庁、民間フェリー事業者等との連携のもと「広域応援部隊進出における海上
輸送対策」を講じる。

■連絡体制の整備

■スペース確保のための運用方針の策定

＜具体的なアクションプラン＞

■緊急輸送への協力の要請

■災害等発災時における緊急輸送に関する広報

国土交通省、実動三省庁（警察庁、消防庁、防衛
省）、海上運送事業者の関係者間において各組織
の窓口となる連絡先を登録の上、共有する。

事前に国土交通省から海上運送事業者に対し部隊
の優先輸送の協力を要請する。

海上運送事業者において、発災時の輸送要請に備
え、スペース確保のための運用方針を策定する。

関係者間における定期的な合同図上訓練を毎年実
施する。

◎ ねらい
人命救助のために重要な発災か
ら72時間を考慮した迅速な広域
応援部隊の輸送を実現

・連絡窓口の明確化・共有により、
円滑・迅速な連絡体制を確保

・事業者に対する事前要請（今回
初めての試み）により、発災時に
余席に限らず必要な部隊を必要
なタイミングでの輸送を実現

・訓練や広報の強化等により、関
係者の連携及び一般利用客の理
解を促進

海上運送事業者
に部隊の優先輸
送を協力要請

連絡体制の整備

定期的な合同図上訓練の実施

災害等発災時における緊急輸
送に関する広報

【９】 広域応援部隊の優先的輸送

海上運送事業者
が運用方針を策

定

■定期的な合同図上訓練の実施

海上運送事業者において、災害発災時の民間
フェリーを利用した緊急輸送対応について積
極的に広報する。

定期的な合同図上訓練の実
施に向けた事前準備

海上運送事業者は、策定したスペース確保のための運用方針に基づき、発災時の輸送要請に対応

緊急輸送への協力の要請

スペース確保のための運用方針
の策定

フェリーに積み込まれる自衛隊の
緊急車両（東日本大震災時）

舞鶴

小樽

敦賀

苫小牧東

新潟

秋田

函館

青森 八戸

苫小牧

仙台

大洗

名古屋

①、
②

③

④

⑤

⑥

大間

番号 事業者名 航路名

① 津軽海峡フェリー(株)
函館～青森
函館～大間

②
共栄運輸(株)
北日本海運(株)

函館～青森

③ 商船三井フェリー(株) 大洗～苫小牧

④ 太平洋フェリー(株) 名古屋～仙台～苫小牧

⑤ 川崎近海汽船(株) 八戸～苫小牧

⑥ 新日本海フェリー(株)

舞鶴～小樽
新潟～小樽
敦賀～苫小牧東
敦賀～新潟～秋田～苫小牧東

＜関係海上運送事業者＞

民間フェリー事業者との連携のもと広域応援部隊の優先輸送を実施

関係者間で連絡先を登録の上、共有、随時更新

関係者間で年１回合同図上訓練を実施

海上運送事業者において、取組を推進

オリパラ
開催
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○災害対応の迅速化・高度化を図るため、「統合災害情報システム（DiMAPS）」等を用いて災害初動
期の情報収集・共有体制を強化するとともに、消防や警察などの関係機関に対して災害情報を提
供するなど、災害対応力の向上を図る。

被災現場からの情報収集・共有体制の強化

【１０】 災害情報の情報収集・共有体制の強化①

関係機関との連携による情報収集・提供

情報収集・共有体制の強化

関係機関との連携

・基礎データの充実や被
災現場からの情報収集・
共有体制の強化による
的確な災害対応戦略の
立案

・関係機関との連携によ
る情報収集体制の強化、
被災地における災害対
策能力の向上

基礎データの充実

DiMAPSによる情報収
集・共有体制の強化

オリパラ
開催

基礎データの充実

＜具体的なアクションプラン①＞

■DiMAPSによる情報収集・共有体制の強化

的確な災害対応戦略の立案や関係機関を含めた被災地における災
害対応能力の向上に寄与するため、以下のとおりDiMAPS※等の充実を
図る。
・津波浸水想定等の基礎データを充実
・災害発生時に被災現場近傍に国土交通省管理の固定カメラが存在し

ないエリアにおいて、広域監視カメラや移動カメラを活用するなど、被
災現場からの情報収集・共有体制を強化。

・自治体との連携を強化し、情報収集体制の強化を図るとともに、災害
情報を、消防や警察、自治体等へ提供。

※的確な災害対応戦略の立案に向け、避難所や緊急輸送道路等の基
礎データ、地震による震源・震度情報、道路、鉄道、河川、港湾等の被
害情報、防災ヘリ等による被害状況調査結果等を、地理院地図上に
重ね合わせ、統合的に表示し、災害情報を迅速に収集・把握すること
ができるシステム
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【１０】 災害情報の情報収集・共有体制の強化②

施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○カメラ、バイク、UAV（無人航空機）等を合わせて道路通行可否情報の迅速な情報集約・提供を実施。

■通れるマップの作成、カメラ、バイク、ＵＡＶを用いた情報収集

＜具体的なアクションプラン②＞

平時から事前に関係機関において、「緊急車両の通行可能な
ルート」を作成し、災害時に想定される被災箇所について迂回
ルートを設定。
発災時には、各道路管理者において、自発的に点検を開始し、

通行可能なルートを確認するため、バイク隊やカメラ、ＵＡＶ
（無人航空機）による調査等により、情報収集能力の強化を図
る。

・カメラ等による迅速な災
害情報の収集
・通れるマップの情報共有

官民ビッグデータを活用した道路通行可否情報の収集

通れるマップの作成、カメラ、
バイク、UAVを用いた情報収
集

ＩＴを活用した情報収集・提供

通れるマップの作成、カメラ、バイク、UAVを用いた情報収集

官民ビッグデータを活用した
道路通行可否情報の収集

ＩＴを活用した情報収集・提供

・迅速な情報集約

・情報収集・提供装置の
確保

■官民ビッグデータを活用した道路通行可否情報の収集

様々な技術（ETC2.0、民間プローブデータなど）を組合せ情
報収集することで、迅速な情報集約を実施

■ＩＴを活用した情報収集・提供

渋滞対策を効果的に実施するため、平常時からの渋滞状況も
踏まえ、迂回路の設定やＩＴを活用した情報収集・提供装置
（WEB簡易カメラ、可搬式電子情報板）などの確保

可搬式電子情報板 可搬式電子情報板

ETC2.0の通行実績マップ 民間の通行実績マップ

－ 通行可

○広域監視カメラ ○カメラ
緊急車両が通行可能なルート

通行可能な道路

避難場所

迂回路

役場

役場

役場

役場消防署

通れるマップの例

○バイク隊

オリパラ
開催

－ 通行可
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○防災・減災対策が喫緊の課題となっている首都直下地震等に備え、鉄道利用者の安全確保や緊
急輸送道路の確保等の公共的機能も考慮し、主要駅や高架橋等の耐震対策を推進。

■鉄道施設の耐震対策の推進

大規模地震の想定地域におけ
る利用者の多い路線等の耐震

対策の推進

首都直下地震等の大規模地震に備え、主要駅や高架橋等の耐震対策に対す
る補助を実施。

・2017年度までに概
ね100％の耐震化を
実施

鉄道施設の耐震対策

土質調査・設計の実施、耐震対策を実施

鋼板巻き

高架橋の補強

継続して耐震対策を実施

【１１】 列車や航空機の安全対策

■羽田空港滑走路等の耐震対策

航空輸送上重要な空港としての機能を確保するため滑走路等の耐震化を
進める。

空港の耐震対策

・土質調査を実施
し、耐震照査結果を
もとに耐震対策範囲
を特定し、耐震対策
を実施する。

羽田空港滑走路等の
耐震対策

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞
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施 策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

2018年度までに防災推進計画を策定

「地下街安心避難対策ガイドライン」を基に、地下街管理会社等に対して、地
下街の安全点検や、「地下街防災推進計画」の策定を支援するとともに、計
画に基づく避難通路や地下街設備の改修、避難啓発活動等を支援

防災対策のための計画に基づく取組に着手した地下街の割合を100%（2018
年度末）にすることを目指す

各空港における地震・津波に対応する避難計画の策定を推進する。

・防災対策のための計画
に基づく取組に着手した
地下街の割合
2018年度 100％

地下街等の防災対策の支援

【１２】 鉄道駅や空港、地下街等の避難対策

引き続き、地下街の地震や浸水への防災対策を推進

避難啓発活動 災害時の情報提供を行う
デジタルサイネージ

■地下街等の防災対策の支援

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

○地下街等の都市機能を維持するための防災対策の支援
○鉄道事業者に対して、待機スペースの確保、備蓄、避難誘導訓練等の取組を促進する。
○外国人旅客を含む旅客等の避難に資する情報提供等の対策を構築

■外国人旅客の避難対策等の構築

・外国人に配慮した情報提供を行うため、多
言語（英語、韓国語、中国等）による案内
板・体制、通信環境の整備及び避難誘導対
策を構築する。

・災害時の職員の意識向上と対応能力の向上
を図るため、定期的な訓練を促進する。

避難対策等の構築の検討
外国人旅客の避難対策等
の構築

避難対策等の実施
・２０１７年度までに、外国
人旅客の避難対策等を
構築する。

避難誘導ピクトグラム

鉄道事業者による安全確保が行われるよう、
・ 一時滞留・待機スペースの検証
・ 飲料水等の備蓄
・ 利用者の安全確保等に関する訓練の実施
などを促進する。

鉄道事業者による安全確保が行われるよう、
・ 一時滞留・待機スペースの検証
・ 飲料水等の備蓄
・ 利用者の安全確保等に関する訓練の実施
などを促進する。

■鉄道における取組

一時待機スペースへの避難誘導訓練

鉄道事業者の避難対策を促進鉄道における取組

地下街

空港 各空港における避難計画の策定を推進 ・避難計画の策定を推進
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○首都直下地震が発生した場合、エレベーター内の閉じ込めが発生すると想定される。
○国土交通省は、消防や民間事業者等によるエレベーター内の閉じ込めに対する救出活動等が適

切に行われるよう支援する。

■地震時管制運転装置等の設置促進

■閉じ込め発生時の救出対策

社会資本整備総合交付金等により、地震時管制運転装置等の設置を
促進。

消防隊員等の閉じ込め救出の実践研修を定期的に実施するとともに、
標準的な乗り場側ドアの開錠キーについて、あらかじめ全国の各地域
において管轄の消防機関に提供。

・（一社）日本エレ
ベーター協会と連携
し、消防隊員等の閉
じ込め救出の実践
研修を、引き続き実
施。

閉じ込め発生時の救出
対策

【１３】 エレベーター閉じ込め対策

継続的な救出の実践研修を実施

社会資本整備総合交付金等により設置を促進
地震時管制運転装置の
設置促進

地震時管制運転装置の仕組み

最寄階停止

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○鉄道事業者に対して、待機スペースの確保、備蓄、避難誘導訓練等の取組を促進する。
○主要駅周辺等における都市再生安全確保計画等の策定を促進する。
○大規模災害時に帰宅困難者等の受入拠点となる一時滞在施設の整備を促進する。

■帰宅困難者の受入拠点となる一時滞在施設の整備の促進

【１４】 主要駅周辺等における帰宅困難者対策

防災拠点の整備に対して支援を実施

・ 大規模災害に備え、大量に発生する帰宅困難者等への対応
能力を都市機能として事前に確保するため、防災拠点の整備
に対して支援を行う（2018年度まで）

・2018年度までに、特に
多くの帰宅困難者が見込
まれる地域の全てにおい
て、帰宅困難者対策に取
り組んでいる状態とする

■都市再生安全確保計画等の策定の促進

・2018年度までに計画策
定地域を45地域とする。

都市再生安全確保計画
等の策定促進

帰宅困難者の受入拠点
となる一時滞在施設の
整備の促進

■鉄道における取組

引き続き各鉄道事業者の帰宅困難者対策についての取組を促進
各鉄道事業者の帰宅困
難者対策の促進

継続的に計画作成を促進

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

帰宅困難者対策避難訓練

計画作成地域を45地域とする

鉄道事業者による帰宅困難者等の安全確保が円滑に行われるよう、備
蓄倉庫や一時待機スペース、飲料水・食料等の備蓄、避難訓練などの
帰宅困難者対策を促進する。

一時待機スペースへの避難誘導訓練

・ 主要駅周辺の滞在者等の安全と都市機能の継続性を確保する
ため、地方公共団体や民間事業者等と連携し、退避経路、退避
施設、備蓄倉庫、エネルギー供給施設等の整備、避難訓練等の
実施等を定めた都市再生安全確保計画等を作成し、官民連携に
よる都市の安全確保を進める。

・ 都市再生安全確保計画等を作成した地域数を2018年度までに４
５地域とする。
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

多様な民間サービスの創
出

取組の全国展開の検討

○地上・地下に関わらず災害発生時に適切な情報を受け取ることができるとともに、自分の位置に応
じた避難経路等の情報提供に活用することを目指し、実証等を通じた屋内測位環境等の空間情報
インフラの整備や移動支援に資する情報のオープンデータ化を推進する。

バリアフリー情報等の移動支援
に資するデータのオープンデー
タ化を推進し、多様な民間サー
ビスの創出を促進する。
・競技会場周辺エリアにおける

バリアフリー情報等の収集・整
備、オープンデータ化

・バリアフリー情報に関する仕様
の作成

・オープンデータサイトの整備・
運営

・関係機関と連携し
て、2020年度までに
空港、主要駅等に
おいて空間情報イン
フラを整備

空間情報インフラの整備の
推進

【１５】 避難経路情報等の提供

■移動支援に資する情報のオープンデータ化の推進

移動支援に資する情報の
オープンデータ化によるサービス創出

移動支援に資する情報等の
オープンデータ化の推進 ・2020年度までに

主な競技会場周辺
においてバリアフ
リー情報等のオー
プンデータ化を実
施。オープンデータサイトの整備・運営

バリアフリー情報等、移動支援に資する情報のオープンデータ化

バリアフリー情報等の仕様の作成

空間情報インフラの活用によるサービスの見える化実証 ※段階的に民間移行

実証等を通じたガイドラインの
作成

・サービスの見える化実証

・ガイドラインの作成

・移動支援に資するデータの
オープンデータ化

・データ仕様の作成

・データサイトの整備・運営

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

■空間情報インフラの整備の推進

実証等を通じて屋内の電子地図・測位環境等の空間情報インフラの整備を推進し、多
様な民間サービスの創出を促進する。
・空港や競技場、主要駅・地下街等におけるナビゲーションを始めとする

サービスの見える化実証
・実証等を通じた空間情報インフラ整備等に係るガイドラインの作成

帰宅困難者への避難経路等の情報提供例（イメージ）

人の位置情報を活用した
避難誘導支援サービスの例（イメージ）

人の位置情報
（ヒートマップ）例
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【１６】 道路啓開計画の深化

施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○ 熊本地震の教訓を踏まえ、実効性を高めるための各道路啓開計画の深化を図る

＜具体的なアクションプラン＞

・想定される被災のバリエーションの検討

・啓開路線の耐震化対策等の確認

・実効性を高める計画の具現化

●現計画の被災想定

【想定される被災のバリエーション検討イメージ】

都心南部直下地震(Mw7.3)

凡例

●都心以外で発生が想定される被災パターン

■道路啓開計画の深化

千葉市直下地震(Mw7.3)

さいたま市直下地震(Mw6.8)

立川市直下地震(Mw7.3)

【被災状況の迅速な把握】

道路啓開計画の深化
様々な震源を想定した
啓開路線や集結拠点

の検討等

・様々な震源を想定した啓開
路線や集結拠点の検討等啓
開計画の深化を実施。

道路啓開計画のスパイラルアップ
・被災情報の迅速な把握
・総合訓練の実施・検証
・関係機関との情報共有

オリパラ
開催

●バイク隊・自転車隊による調査の実施

●UAV（無人航空機）による調査

【総合訓練の実施・検証】

●発災後４８時間以内に道路啓開を完了
する実行可能な体制の構築

●訓練を通し、迅速な方法の構築・検証

・被災状況の迅速な把握

・総合訓練の実施・検証

・関係機関との情報共有
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○ 電柱の倒壊等による道路閉塞を防ぐため無電柱化を推進

【１７】 無電柱化の推進

【低コスト手法の取組】

＜具体的なアクションプラン＞

無電柱化の推進

■無電柱化の推進

電柱の倒壊による道路閉塞

●無電柱化の推進

緊急輸送道路

新たな電柱
（占用を禁止）

既設電柱
（当面の間許可）

●電柱の新設を禁止する措置

・電柱の倒壊等に
よる道路閉塞を防
ぐため無電柱化を
推進

〇平成２８年１２月に成立した「無電柱化の推進に関する法律」
を踏まえ各施策を推進

【センター・コア・エリア※1内における無電柱化】

○センター・コア・エリア内の国管理道路及び都市計画道路と
して完成した都道については、東京都と連携し２０１９年度
までに無電柱化を完了させる予定

【緊急輸送道路における取組】

○無電柱化の更なる整備促進を図るため、緊急輸送道路にお
ける電柱の新設を禁止するとともに、電線管理者のコスト負
担を軽減するため固定資産税の特例措置を創設

【低コスト手法の取組】

○低コスト手法の導入へ向けたモデル施工や技術マニュアル
を踏まえた普及促進の取組を実施

小型ボックスの事例

通信
ケーブル

電力
ケーブル

基準緩和のイメージ 直接埋設の事例（パリ）

現行より浅い位置に埋設 小型化したボックス内に
ケーブルを埋設

ケーブルを直接地中に
埋設（浅層埋設基準を緩和

平成28年4月1日施行） （モデル施工を実施中） （技術的検討中）

交通量の少ない生活道路の場合

80cm

35cm

45cm

従前

舗
装
厚
50

を
想
定

径15cm未満

cm

無電柱化の推進センター・コア・エリア内における無電柱化

緊急輸送道路における取組

低コスト手法の取組

※1：センター・コア・エリアとは、概ね首都高速中央環状線の内側のエリア

オリパラ
開催
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○海上からの支援を実施するため、迅速に東京湾の航路啓開が行える体制を確保する。

【１８】 航路を活用した総合啓開

航路啓開体制の確保（訓練等）
・計画に基づく航路
啓開体制を確保す
る。

航路啓開体制の確保
（訓練等）

オリパラ
開催

61

航路標識の応急復旧

測量船による水路測量

＜具体的なアクションプラン＞

■東京湾航路啓開計画（※）に基づく、航路啓開体制の確保

東京湾航行支援協議会により策定された東京湾航路啓開計画（※）に基づき、訓練等により首都直下地震発生時に関係者が迅速に対応できる体制を確保する。

（※）東京湾航行支援に係る震後行動計画（H27.3）

障害物の移動、除去

＜啓開のために必要な取り組み例＞

基幹的広域防災拠点
（川崎港東扇島）

発災後24時間以内に基幹的広域

防災拠点（川崎港東扇島地区）か
ら、東京湾内の各港の耐震強化岸
壁に緊急物資輸送を行う体制を確
保する。



施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

■災害支援物資輸送マニュアルの策定

マニュアル
作成

■円滑な支援物資輸送体制の構築の推進

・物流事業者等と共に、輸送の調整手順、協力体制等を明確化した
「即応型 災害支援物資輸送マニュアル」を作成。

・H28年度に引き続き､H29年度も実際の防災訓練等で活用し、運用上の課題等の検証を行う。

・2016年度に「即応型 災害
支援物資輸送マニュアル」を
作成。

災害支援物資輸送
マニュアルの策定

【１９】 国土交通省の総合力を活かした災害支援物資等の輸送

協定未締結県への働きかけの強化

民間物資拠点の再整理

■船舶の手配に係るシステムの課題検証

・民間物資拠点の新規リストアップの推進。
・物流専門家派遣を含めた物流事業者団体との協定未締結

県への早期締結に向けた働きかけの強化。
・優良協定事例の発掘や普及による既締結協定見直しの働きかけ。
・民間物資拠点の特性把握及び特性を踏まえた活用方法の整理。

マニュアルを適宜改定

船舶の手配に係るシステム
の課題検証

円滑な支援物資輸送体
制の構築の推進

・2017年度までに都道府
県において輸送・保管・
物流専門家派遣に係る
協定を締結

H27年度の演習： 川崎港に着岸した貨物船より災害支援物資
を積載したコンテナトレーラが下船

優良協定事例の発掘・普及による既締結協定見直しの働きかけ

民間物資拠点の特性把握・活用方法の整理

民間物資拠点の新規リストアップの推進

防災訓練等で活用し、運用上の課題等を検証 ・民間船舶の手配に係る情
報連絡の円滑化を促進。

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

○首都直下地震の際には避難者への大量の生活支援物資の輸送が重要な課題。
○国土交通省は、陸海空の多様な輸送手段を最大限に活用できるよう、物流事業者等の協力を得

つつ、災害支援物資輸送マニュアルの策定等、災害時の支援物資輸送体制を構築。

・防災体制を強化するため、ＳＡ・ＰＡ、道の駅の防災拠点化を推進
する。

■休憩施設の防災機能の強化

・防災拠点化の推進休憩施設の防災機能の強化 防災拠点化の推進 62



施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

■公営住宅等の空室提供

■応急仮設住宅の建設

■民間賃貸住宅の空室提供

○公営住宅等の各事業主体が、被災者に対し公
営住宅等の空室を一定期間提供。

○国土交通省からも各事業主体に対し、公営住
宅等の空室提供について協力を要請。

○国土交通省は不動産業界団体に対し、地方公

共団体からの依頼に対する協力要請を行う。

○応急仮設住宅は内閣府所管の災害救助法に基
づき、各都道府県から事業者に発注。

○国土交通省は事業者団体に協力要請を行うとともに、関
係主体の業務を積極的に支援。

・関係主体が、発災時に
円滑かつ迅速な対応が
できるよう、適時情報提
供を行い、協力体制を継
続する。

【２０】 被災者向け住宅等の供給に向けた体制整備

地方公共団体等関係主体に対する情報提供及び協力体制の継続

被
災
者

都
道
府
県
等

空室提供

借上※

費用
（災害救助法）

入居

発注 入居
募集等は

市町村が実施

確保

協力要請

発注

工事

工事
仮設住宅
（建設）

公営住宅等

民間賃貸
不動産業界団体等

入居

公営住宅等

民間賃貸住宅

仮設住宅（建設）

国土交通省

※応急仮設住宅の要件に該当する者について
は、借上げ型仮設住宅（いわゆる、みなし仮
設）として提供される。

内閣府

用地
都道府県が市町村と

協力して選定

(一社)プレハブ建築協会
（都道府県と災害前から協定）

地元業者等

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

○自宅が罹災し、自宅にはすぐに戻ることができない被災者に対して、公営住宅や民間賃貸住宅等
の空室の提供や、応急仮設住宅の建設など、多様な手法による応急的な住まいの確保への支援
を行う。

地方公共団体等関係主体に対す
る情報提供及び協力体制の継続
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○下水道施設が被災しﾄｲﾚが使用できなくなると衛生面・健康面など社会生活に深刻な影響が及ぶ。

○下水道施設の震災対策を実施することで、避難所等のトイレ機能や緊急輸送道路などの交通機能
を確保する。

■下水道管の耐震化 ■マンホールの浮上抑制対策

＜具体的なアクションプラン＞

■震災時のし尿処理体制の充実

・避難所などのトイレ機能を確保するため、これ
らの施設から排水を受け入れる下水道管とマン
ホールの接続部の耐震化を実施。
・避難所やターミナル駅、防災上重要な施設など
を対象に対策を実施。

・液状化の危険性の高い地域にある道路の交通
機能を確保するため、マンホールの浮上抑制対
策を実施。
・緊急輸送道路や、緊急輸送道路と避難所など
を結ぶ道路を対象に対策を実施。

・震災後においても
トイレ機能や交通機
能が確保できるよ
う、優先度を設けて
耐震化を実施。

下水道管の耐震化

震災時のし尿処理体制
の充実

【２１】 衛生環境の確保（東京都の取組）

マンホールトイレが設置できるマンホールの指定を拡大
訓練を継続的に実施

緊急輸送道路や、緊急輸送道路と避難所などを結ぶ道路のマンホール浮上抑制対策を実施

・区などが設置するマンホールトイレによるト
イレ機能の確保やし尿の搬入・受入体制の
運用が円滑に行えるように、区市町村と連
携し訓練などを実施。
・各区と調整を図り、マンホールトイレが設
置できるマンホールの指定を拡大。

避難所、ターミナル駅、防災上重要な施設などを対象に下水道管の耐震化を実施

マンホールの浮上抑制
対策

地震の揺れを吸収するゴ
ムブロックなどを設置

地震により被害を受けや
すい下水道管とマンホー
ルの接続部を可とう化

【下水道管とマンホール接続部の耐震化】 【マンホールの浮上抑制対策】 【マンホールトイレ】

対象を拡大し
実施

オリパラ
開催
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

■海上防災対策資機材の整備

海上防災対策資機材の
整備

【２２】海上防災対策資機材の整備、関係機関等との訓練の実施

火災・油防除にかかる実働訓練を実施

機動防除隊員等による継続的訓練・新規配備資機材を用いた訓練の実施

■関係機関等との連携・協力体制の充実

海上防災対策資機材の整備（随時）

継続実施

同時多発的に発生するおそれのある海上災害に万全を期すべく、海上防災対策資
機材を整備する。

○被害の拡大防止・軽減措置の実施
東京湾の特徴

・全国有数の海上交通過密海域
・沿岸地域には、数多くの石油関
連施設が存在

同時多発的な油及び危険物の
流出・拡散のおそれ

東京湾に面した保安部署等への
必要な資機材の早期整備・訓練

戦術的な防除体制を確保

海上災害が
同時多発する可能性

■防除措置能力の維持・向上

機動防除隊員をはじめとする防除作業に従事する職員の知識・技能の向上を図る。

防除措置能力維持・向上

関係機関等と連携したコンビナート火災・流出油等防除訓練等を通じ、防除措置能
力の維持・向上、連携・協力体制の充実を図る。

関係機関：（例）消防、地方公共団体、石油石化企業

関係機関等との連携・協
力体制の充実

流出油と海上
漂流物による
火災油及び危険物

の流出、拡散

○火災対応（石油コンビナートへの放水） ○流出油対応（油回収装置使用）

○火災対応（船舶への放水） ○流出油対応（放水・航走攪拌）

継続実施

継続実施

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

○首都直下地震が発生した場合、コンビナート火災や油・危険物等の海域への流出等により被害の
拡大が懸念される。いかに迅速に被害の拡大を防止・軽減するかが国土交通省の重要な責務。

○国土交通省は、対応に万全を期すため、海上防災対策資機材を整備する。
○関係機関等と連携した訓練等を通じ、防除措置能力の維持・向上、連携・協力体制の充実を図る。
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

船舶待避水域の浚渫

東京湾における海上交通センターと４つの港内交通管制室を統合のうえ、これ
ら業務を一元的に実施する体制を構築し、非常災害時において、一元化した海
上交通センターによる避難海域等の情報提供及び避難誘導を実施する。

・2019年度までに船
舶の待避場所を確
保する。

一元的な海上交通管制の
構築

船舶の待避場所の確保

【２３】 船舶の待避場所の確保及び避難誘導

船舶の避難誘導

・2018年1月に一元
的な海上交通管制
の運用を開始する。一元的な海上交通管制の運用

■船舶の避難誘導

適切な保全

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

東京湾において、
○地震発生時における船舶の一時待避場所を確保する。
○非常災害時における海上交通機能の維持のため、船舶を適切な海域に誘導する。

■船舶の待避場所の確保

東京湾内における地震・津波発生時等の海難事故を防止するとともに、航路
の早期啓開のための船舶待避水域の確保をもって、港湾機能の早期回復を可
能とし、地震津波発生時の緊急物資輸送や復旧後の国際線航路を確保する。

船舶の待避場所

中ノ瀬泊地
（水深13→15mへ増深）

木更津沖泊地
（水深14→20mへ増深）

大型船の避泊が可能
となる。
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

【２４】海岸・河川堤防等の整備、水門等の確実な操作等

東京都が実施する防潮堤、水門等の整備及び陸閘の遠隔操作化を支援。

また、複合災害にも備え、想定最大規模の高潮浸水想定の検討を支援。

高潮浸水想定区域、高潮特別警戒水位を検討するための技術的な支援を実施
・2019年度までに、高潮浸

水想定区域図及び高潮特
別警戒水位を設定

防災・安全交付金による支援を実施（防潮堤、水門等の整備）

防災・安全交付金による支援を実施

・2020年までに、ゼロメート

ル地帯を含む東京港の防
潮堤、水門等の整備を完了

引き続き、内部護岸等の整備を促進するため、
防災・安全交付金による支援を実施

河川整備計画に基づく治水対策を推進。荒川における水門等の耐震化については完了
・2019年度までに、荒川の
水門等の耐震化を完了

荒川等における治水対策
の推進

引き続き、河川整備計画に基づく治水対策
を推進

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

○江東デルタを含むゼロメートル地帯において、河川・海岸堤防等の整備及び水門等の遠隔操作化
等を推進する。

■東京港のゼロメートル地帯等の安全確保

防護堤
内部護岸
ゼロメートル地帯

中央地区

港地区

豊洲・晴海
有明北地区

副都心地区

東部地区

※東京都の資料をもとに港湾局作成 水門の遠隔操作化（東京都目黒川水門）

防潮堤の整備（東京都京浜運河）

江東地区

東京都における想定最大
規模の高潮浸水想定の検
討

東京港における防潮堤、
水門等の整備

東京港における陸閘の遠
隔操作化

■荒川等における治水対策の推進

水門等の耐震化や局所的に低い堤防の嵩上げ等を推進。沿川住民約300万人
の安全性を向上させるとともに、地下鉄など交通網の浸水リスクを低減。

【凡例】

高潮堤防の整備区間

橋梁部の堤防整備箇所

排水機場の耐水化箇所

水門等の耐震対策箇所

隅田川、中川、旧江戸川の対策

堤防の耐震対策区間

荒川の対策

堤防の耐震対策区間

水門等耐震対策区間

【完了箇所凡例】

堤防の整備完了

水門・機場の対策完了

水門の耐震化（荒川）

※実施箇所及び対策区間については、
照査の結果変わりうる可能性がある。

2019年度末までの
主な水害対策実施箇所
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○緊急輸送ルートを補完するため、緊急用河川敷道路等の活用計画を順次策定する。

○複合災害による浸水を想定した緊急排水に関する計画を、訓練を通じて実効性を高める。

■多摩川において河川活用計画を重点的に
・江東デルタを対象とした排水計画に、首都直下地震を想定したシナリオに沿って机上訓

練及び実働訓練を実施し、実効性を確認。これを踏まえ、新たな技術的課題の抽出を
実施。

・机上訓練や実動訓練により抽出した課題等の検討を行い、排水計画の充実を図る。

江東デルタ地帯等における
排水計画の実効性の向上

【２５】 河川堤防等の緊急復旧・排水計画の策定

荒川に続き、多摩川、江戸川、鶴見川において計画を策定

■江東デルタ地帯等における排水計画の訓練を通じた実効性の向上

排水計画を踏まえた訓練等を実施し、課題等を抽出

河川防災施設の活用計画
の策定

・多摩川を重点的に推進
し、江戸川、鶴見川を順
次策定

・毎年訓練を実施し、課
題を抽出する。

・継続的に排水計画の充
実を図る。

江東デルタを含む
ゼロメートル地帯での浸水想定

浸水イメージ
（東日本大震災）

排水ポンプ車による排水
（東日本大震災）

訓練等による課題を踏まえ、適宜、排水計画を充実させる

多摩
川

・緊急輸送ルートを補完するため、先進的に策定 した荒川に続いて河川敷道路、
船着場、立体交差橋梁との接続道路等、河川防災施設を活用する計画を、多
摩川において重点的に推進し、順次、江戸川、鶴見川において計画を策定。

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

■荒川下流タイムライン試行版の運用

■タイムラインの充実・改善

・平成28年度より策定範囲を16市
区※に拡大したタイムライン
（拡大試行版）のとりまとめに
向けた検討に着手。

・平成29年出水期までに、現行タ
イムライン（試行版）を見直し及び

拡大したタイムライン（拡大試行
版）を策定し、運用開始を目指す。

タイムライン
拡大試行版の検討

荒川下流タイムライン（試
行版）の運用

【２６】 複合災害に備えた防災行動計画（タイムライン）の策定

タイムラインの充実・改善

タイムライン拡大試行版の運用

■荒川下流タイムライン（拡大試行版）の策定・運用

・実災害における運用や演習・訓練等の実施を踏まえたタイムライン
の検証を実施。

・実運用や訓練等で得られた結果を踏まえ、随時見直しを行うなど、
タイムラインの充実・改善等を繰り返し継続。

タイムライン
試行版の運用

荒川下流ライムライン（拡
大試行版）の策定・運用

タイムラインの充実・改善

・2017年出水期までに現
行の試行版を見直し及び
拡大したタイムライン拡
大試行版を策定・運用

・実運用や訓練等を踏ま
え、タイムラインの充実・
改善等を繰り返し継続

○荒川下流タイムライン（拡大試行版）の対象エリア

○検討会への参画主体

・北区・板橋区・足立区をモデルエリアと
して、３区に加え、警察・消防、鉄道事
業者や電気通信事業者など多様な主体が
参画し、タイムライン（試行案）策定。

・その後、タイムライン（試行案）の運
用・訓練等の結果を反映したタイムライ
ン（試行版）を策定・運用開始。

※川口市、蕨市、戸田市、千代田区、中央区、港区、文京区、台東区、墨田区、
江東区、北区、荒川区、板橋区、足立区、葛飾区、江戸川区試行版エリア

北区・板橋区・足立区

拡大試行版で追加
となった市区

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

○首都圏の水災害に備え、「荒川下流タイムライン試行版」を作成・運用開始。
平成28年度より策定範囲を16市区に拡大したタイムラインのとりまとめに向けた検討を推進。

○実運用や訓練等により、タイムラインの充実・改善等を継続。

69



施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○地下街等の都市機能を維持するための防災対策の支援
○鉄道事業者に対して、待機スペースの確保、備蓄、避難誘導訓練等の取組を促進する。

2018年度までに防災推進計画を策定

「地下街安心避難対策ガイドライン」を基に、地下街管理会社等に対して、地下街の安全点検
や、「地下街防災推進計画」の策定を支援するとともに、計画に基づく避難通路や地下街設備
の改修、避難啓発活動等を支援。
防災対策のための計画に基づく取組に着手した地下街の割合を100％（2018年度末）に
することを目指す。」

・防災対策のための
計画に基づく取組に
着手した地下街の
割合
2018年度 100％

地下街等の防災対策の
支援 引き続き、地下街の地震や浸水への防災対策を推進

【２７】 地下街・地下鉄等からの避難対策

浸水対策の機能整備

■地下街等の防災対策の支援

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

鉄道事業者による安全確保が行われるよう、
・ 一時滞留・待機スペースの検証
・ 飲料水等の備蓄
・ 利用者の安全確保等に関する訓練の実施

などを促進する。

■鉄道における取組

鉄道事業者の避難対策を促進鉄道における取組

一時待機スペースへの避難誘導訓練
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○斜面崩壊等の被害想定箇所は、膨大な箇所数があるため、地震発生後に土砂災害危険箇所等の
速やかな緊急点検や応急対策を実施・支援することは国土交通省としての重要な責務。

○国土交通省は、あらかじめリスク評価を行うとともに、土砂災害危険箇所等における重点的な緊急
点検・応急対策を実施・支援するための技術的研修・訓練等を実施する。

■地震後の土砂災害危険箇所等における緊急点検・応急対策の技術力強化■地震の影響による斜面崩壊等のリスク評価の実施

・地震後に地方自治体からの要請により土砂災害危険箇所の緊急点検を支援するための運
営に係る手引き（案）の作成（概ね1年以内）。

・土砂災害危険箇所での緊急点検・応急対策に係る地方整備局職員の技術力を強化。
・地方整備局職員と地方自治体職員との合同人材育成。

・首都直下地震で斜面崩壊等による被害が想定される箇所についてリスク評
価を実施。

・斜面崩壊等の被害が想定される箇所におけるリスク評価に基づき、重点的な
緊急点検・応急対策を行うための検討を実施。

・地震動による地盤の緩みや亀裂等の地震後の降雨による斜面崩壊等による
被害のリスク評価を実施。

・2017年度まで地震
時斜面危険度評価
とその対策方法の
検討を実施。

関係者向け
の手引き
（案）作成

地震の影響による斜面崩壊
等のリスク評価の実施

【２８】 膨大な被害想定箇所のリスク評価
【２９】 重点的な緊急点検・応急対策の実施

地方整備局職員の技術研修・訓練等の継続的実施
地震後の土砂災害危険箇
所等における緊急点検・応
急対策の技術力強化

・土砂災害危険箇所
の点検実施におけ
る技術力強化を図
る

土砂災害危険箇所 市町村別震度分布
被災リスクの分析

（対応優先順位把握）

土石流危険渓流の点検状況
（熊本県益城町）

急傾斜地崩壊危険箇所の点検
状況（鳥取県倉吉市）

市町村長等へ報告（熊本県西原村）

地震時斜面危険度、地震動による地盤の緩みや亀裂等の地震後の降雨による
リスク評価、緊急点検・対策方法の検討の実施

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

■航路標識の耐震補強

航路標識の耐震補強

【３０】 道路、港湾、空港、鉄道の耐震対策と代替機能の確保等 ①

岸壁や臨港道路等の耐震対策の促進

○海上輸送ルートの安全確保及び船舶交通の
被害の防止を図るため、船舶の安全な航行
に不可欠な航路標識の耐震補強を実施する。

航路標識の耐震補強整備
・2020年度までに航路標

識の耐震補強整備を実
施

航路標識の耐震補強

■鉄道施設の耐震対策の推進

首都直下地震等の大規模地震に備え、主要駅や高架橋等の耐震対策に
対する補助を実施。

鋼板巻き

【高架橋の補強】

大規模地震の想定地域における主要駅
や高架橋等の耐震対策の推進

・2017年度までに概ね
100％の耐震化を実施鉄道施設の耐震対策 継続して耐震対策を実施

■岸壁や臨港道路等の耐震対策の促進

○首都直下地震発生時にも港湾物流機能を維持できるよう岸壁や臨港道路の耐震対策
を促進する。

・岸壁や臨港道路等の耐
震対策を促進する

岸壁や臨港道路等の
耐震対策

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

○防災・減災対策が喫緊の課題となっている首都直下地震等に備え、鉄道利用者の安全確保や緊
急輸送道路の確保等の公共的機能も考慮し、主要駅や高架橋等の耐震対策を推進。

○船舶の安全な航行に不可欠な航路標識の耐震補強を実施する。
○岸壁や臨港道路等の耐震対策を促進する。

阪神淡路大震災時の岸壁の状況

被災を受けた岸壁 被災を受けなかった耐震強化岸壁
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

【３０】 道路、港湾、空港、鉄道の耐震対策と代替機能の確保等 ②

○救急救命活動や復旧作業を支えるため、緊急輸送道路の強化を図る。

＜具体的なアクションプラン②＞

緊急輸送道路等の耐震対策
・2021年度までに地震発

生確率の高い地域の耐
震補強、高速道路・直轄
国道をまたぐ跨道橋の耐
震補強を完了。

■緊急輸送道路等の耐震対策の推進

緊急輸送道路の耐震補
強の加速化

・ 2019年度までにロッキン

グ橋脚の耐震補強を完了
予定。

ロッキング橋脚の耐震補強

高速道路・直轄国道や同道路をまたぐ跨道橋等のロッキング橋脚については、

２０１９年度までに耐震補強を完了予定（約４５０橋）

耐震補強の施工例

対策前 対策後

①ロッキング橋脚の耐震補強

水平力を分担する構造

②緊急輸送道路の耐震補強の加速化

高速道路や直轄国道について、大規模地震の発生確率等を踏まえて、落橋・

倒壊の防止に加え、路面に大きな段差が生じないよう、支承の補強や交換等

を行う対策を加速化

・ ２０２１年度まで：少なくとも発生確率が２６％以上の地域で完了予定

・ ２０２６年度まで：全国で完了を目指す（完了率１００％ ）

高速道路や直轄国道をまたぐ跨道橋については、少なくとも落橋・倒壊の防止

を満たすための対策を２０２１年度まで優先的に支援（地方管理：約400橋※）

その他、ロッキング橋脚については、２０１９年度までに対策を完了させる。

③高速道路・直轄国道をまたぐ跨道橋

※高速道路や直轄国道においては対策済み

≪対策イメージ≫
跨道橋

直轄国道

地方管理道路
【落橋防止構造】

落橋防止構造

【橋脚補強】

橋脚補強

【支承補強の例】

ロッキング橋脚の耐震
補強

高速道路・直轄国道を
またぐ跨道橋

高速道路・直轄国道を跨ぐ跨道橋の耐震化

オリパラ
開催
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

システ
ムの設
計開発

・2016年度までにシステ
ムの更改を実施し、訓練
等から得られた改善点を
実施手順書に反映する。

自動車登録検査関係シ
ステムの耐震性能、電
力・通信機能の強化

【３１】中央省庁の庁舎等の耐震化等の推進、電力や情報通信機能の確保等①

新システムの適切な運用・保守

研修、運用訓練等の
実施

・ 2016年度までに関係マ
ニュアルを整備するととも
に、システム運用訓練等
の実施とマニュアル等の
改訂によるPDCAを毎年
継続して実施する。

■職員の研修、運用訓練等の実施

・バックアップシステム運用のためのマニュアルを整備し、定期的に運輸局の要員に対して研修を実施。
・メインシステムのシステムダウン等の被災を想定し、運用に影響しない公休日にバックアップシステムに切り替えた上で行う運用訓
練を本省・全国の運輸局等職員・運用事業者で実施。さらに、運用手順等に関する机上訓練を実施。

メインシステム所在地

運輸局職員
の研修実施

訓練の実施
①運用訓練
②机上訓練

訓
練
等
の
結
果
を
マ

ニ
ュ
ア
ル
等
に
反
映

2017年度の対策について、
毎年PDCAを継続して実施

運用保守
実施手順
書の改正

バックアップ
システムのマ
ニュアル整備

訓
練
実
施

訓練
計画
策定

【自動車登録検査関係システムの災害時対応能力の強化を図るための調査概要】

運用保守
実施手順
書の改正

訓
練
実
施

運用保守
実施手順
書の改正

訓
練
実
施

運用保守
実施手順
書の改正

訓
練
実
施

運用保守
実施手順
書の改正

訓
練
実
施

バックアップシステム所在地

オリパラ
開催

バックアップシステムを
移転

＜具体的なアクションプラン＞

○自動車の検査登録業務の機能継続を可能とするため、自動車登録検査関係システムの耐震性能
電力・通信機能を強化するとともに、それを運用するための研修・訓練等を実施する。更に、ﾒｲﾝｼｽ
ﾃﾑとﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑの同時被災を避けるため、立地地域の見直し等の取組を進める。

■バックアップシステムを移転

■自動車登録検査関係システムの耐震性能、電力・通信
機能の強化

・自動車登録検査関係システムの災害時対応能力の強化を図るた
めの調査を2014年度に実施（右表参照）。
・調査結果に基づいた自動車登録検査関係システムの設計・開発
等を2016年度に実施し、2017年1月4日より運用開始。

主な調査内容 調査結果

センターの要件
強化

センターの施設要件を強化（例、耐震・耐火性能の確保、
電力・通信機能の冗長化）するとともに、バックアップシ
ステムの立地要件を見直し、移転する。

サーバー機器
等の構成の統
一化

新たにバックアップシステムに関連システム（OSS等）を
配置し、メインシステムと構成を統一化する。これに伴い、
外部システムとの新規接続回線を合わせて整備する。

切り替え時間
の短縮

メインシステムからバックアップシステムへの切り替えを自
動化するなど、切替時間を現行の１０時間から大幅に（目
標：４時間以内）に短縮する。

・従来、自動車登録検査関係システムのメインシステムを東京都に、バックアップシステムを愛知県に設置していたところ、後者を以
下の３要件を同時に満たす地域(福岡県)に移転させることとし、2017年1月4日より運用開始。
①運用が可能なこと(地方運輸局の所在地)、②東京と同時被災が避けられること、③単独の脆弱性が低いこと(津波等)
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○災害時の業務継続に必要なエネルギーの安定供給が確保される業務継続地区の構築を支援する。
○非常時優先業務を実施することができる執務環境を確保するため、中央省庁の庁舎の耐震化等を

推進する。

■業務継続地区の構築

業務継続地区の構築を支援

都市機能が集積した拠点地区において、災害対応の拠点となる地区における災害
時のエネルギー不足は、業務継続や災害対応に支障をきたし、我が国経済への影
響も大きい。
このため、当該地区において、災害時にエネルギーの安定供給が確保される業務
継続地区の構築を支援する。

・災害対応拠点を含む都
市開発が予定される拠
点地区で自立分散型面
的エネルギーシステム
が導入される地区数

（2020年度 １５地区）

業務継続地区の構築

■中央省庁の庁舎の耐震化等の推進

・中央省庁の庁舎において、災害対策活動の拠点としての所要の耐震性
能を速やかに確保する。

・商用電力途絶時に霞ヶ関地区の中央省庁において、非常時優先業務等
を一週間程度継続するために必要な電力を確保するため、非常用発電
設備の燃料タンクについて速やかに増設を行う。

中央合同庁舎の免震化

中央省庁の庁舎の耐震
化等

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ
活動拠点室等

燃料タンク

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

Ｃ電力

災害対策室

燃料の供給

電力の供給

燃料タンクの増設

非常用発電設備の燃料タンクの増設

・非常時優先業務を実施
することができる執務環
境を確保

【３１】中央省庁の庁舎等の耐震化等の推進、電力や情報通信機能の確保等②

耐震化等を実施

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○首都直下地震の発生にあたって、迅速かつ適切に初動対応にあたり、被害を最小限にするため、
平成19年6月に策定した「国土交通省業務継続計画」について、非常参集訓練、情報伝達訓練、
本部運営訓練等を踏まえ、必要に応じて見直しを行う。また、総務省による「災害時に必要な物資
の備蓄に関する行政評価・監視結果に基づく勧告」、内閣府による「中央省庁業務継続ガイドライ
ン」等を踏まえ、適時、適切に見直しを行う。

■国土交通省業務継続計画の適時、適切な見直し

業務継続計画の実効性を確保し、首都直下地震発生時に防災対策業務を遅滞なく実施するため、訓練結果等を踏まえ、
必要に応じて国土交通省業務継続計画を見直す。

○政府全体の総合防災訓練と連携し、首都直下地震を想定した訓練※を通じ、必要に応じて
国土交通省業務継続計画を見直す。
※「防災の日」である9月1日に毎年実施
＜国土交通省地震防災訓練の内容＞
・職員の非常参集訓練及び安否確認訓練
・国土交通省緊急災害対策本部会議運営訓練（地整等とのTV会議等による情報共有）

○「災害時に必要な物資の備蓄に関する行政評価・監視結果に基づく勧告」（平成27年7月24日
総務省公表）や「中央省庁業務継続ガイドライン」（H28.4 内閣府公表）等を踏まえ、必要
に応じて国土交通省業務継続計画を見直す。

【３２】 業務継続計画の検証訓練等の実施

地整等とのTV会議

・業務継続計画の適
時、適切な見直しに
よる災害対応力の
向上

業務継続計画の適時、
適切な見直し

国土交通省緊急災害対策本部会議運営訓練

訓練結果やガイドライン等を踏まえた業務継続計画の見直し

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

【３３】 国民の安全確保等に必要な車検・登録システムの防災対応力の強化

システ
ムの設
計開発

・2016年度までにシステ
ムの更改を実施し、訓練
等から得られた改善点を
実施手順書に反映する。

自動車登録検査関係シ
ステムの耐震性能、電
力・通信機能の強化

新システムの適切な運用・保守

研修、運用訓練等の
実施

・ 2016年度までに関係マ
ニュアルを整備するととも
に、システム運用訓練等
の実施とマニュアル等の
改訂によるPDCAを毎年
継続して実施する。

■職員の研修、運用訓練等の実施

・バックアップシステム運用のためのマニュアルを整備し、定期的に運輸局の要員に対して研修を実施。
・メインシステムのシステムダウン等の被災を想定し、運用に影響しない公休日にバックアップシステムに切り替えた上で行う運用訓
練を本省・全国の運輸局等職員・運用事業者で実施。さらに、運用手順等に関する机上訓練を実施。

メインシステム所在地

運輸局職員
の研修実施

訓練の実施
①運用訓練
②机上訓練

訓
練
等
の
結
果
を

マ
ニ
ュ
ア
ル
等
に
反
映

2017年度の対策について、
毎年PDCAを継続して実施

運用保守
実施手順
書の改正

バックアップ
システムのマ
ニュアル整備

訓
練
実
施

訓練
計画
策定

【自動車登録検査関係システムの災害時対応能力の強化を図るための調査概要】

運用保守
実施手順
書の改正

訓
練
実
施

運用保守
実施手順
書の改正

訓
練
実
施

運用保守
実施手順
書の改正

訓
練
実
施

運用保守
実施手順
書の改正

訓
練
実
施

バックアップシステム所在地

オリパラ
開催

バックアップシステムを
移転

＜具体的なアクションプラン＞

■バックアップシステムを移転

■自動車登録検査関係システムの耐震性能、電力・通信
機能の強化

・自動車登録検査関係システムの災害時対応能力の強化を図るた
めの調査を2014年度に実施（右表参照）。
・調査結果に基づいた自動車登録検査関係システムの設計・開発
等を2016年度に実施し、2017年1月4日より運用開始。

主な調査内容 調査結果

センターの要件
強化

センターの施設要件を強化（例、耐震・耐火性能の確保、
電力・通信機能の冗長化）するとともに、バックアップシ
ステムの立地要件を見直し、移転する。

サーバー機器
等の構成の統
一化

新たにバックアップシステムに関連システム（OSS等）を
配置し、メインシステムと構成を統一化する。これに伴い、
外部システムとの新規接続回線を合わせて整備する。

切り替え時間
の短縮

メインシステムからバックアップシステムへの切り替えを自
動化するなど、切替時間を現行の１０時間から大幅に（目
標：４時間以内）に短縮する。

・従来、自動車登録検査関係システムのメインシステムを東京都に、バックアップシステムを愛知県に設置していたところ、後者を以
下の３要件を同時に満たす地域(福岡県)に移転させることとし、2017年1月4日より運用開始。
①運用が可能なこと(地方運輸局の所在地)、②東京と同時被災が避けられること、③単独の脆弱性が低いこと(津波等)

○自動車の検査登録業務の機能継続を可能とするため、自動車登録検査関係システムの耐震性能
電力・通信機能を強化するとともに、それを運用するための研修・訓練等を実施する。更に、ﾒｲﾝｼｽ
ﾃﾑとﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑの同時被災を避けるため、立地地域の見直し等の取組を進める。【再掲】

77



施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○首都直下地震は、人口や建物、インフラが高度に集積した地域で発生するため、住宅倒壊や火災
による道路閉塞、幹線道路の深刻な渋滞などにより、陸上での被災状況調査が困難となるおそれ

○国土交通省は、ヘリによる緊急調査計画を定め、計画に基づき迅速な被災状況調査を実施

緊急調査計画の策定

■ヘリによる緊急調査計画の策定等

・関係機関との役割分担を明確にしたうえで緊急調査計画を策定
⇒実施する調査内容の決定
⇒関係機関との調査範囲や内容の役割分担、連絡体制、調査結果の共有の確

認
⇒ヘリ派遣機数の決定
⇒被災時のヘリの飛行ルートの作成、給油ポイントの位置の把握

・調査計画に基づき、訓練を実施・評価し、計画を改善（PDCA）
・事前準備
⇒飛行ルートに合わせた場外離着陸場の把握・追加申請や、上空から一目で現在

地を把握するための河川堤防等へのヘリサインの整備などの事前準備を実施

・防災ヘリの更新、機能の充実
⇒各地方整備局等に配備する防災ヘリの計画を策定し、計画に基づき計画的

な更新・追加配備。
⇒更新に併せてヘリサットシステムの導入等、早期に被災状況を把握出来る

ように、機能の充実を図る。

・2017年度までに飛行
ルートの策定を実施。

防災ヘリの
配備計画

ヘリによる緊急調査計画
の策定

防災ヘリの追加配備、
機能の充実

【３４】 関係機関と連携したヘリ運用による広域調査

発災時に直ちに調査を実施するため、計画的に更新・配備

飛行ルート、関係機関との役割分担等を実動訓練を通じて確認

場外離着陸場の把握・
申請等の事前準備

・計画的な更新・配備
を実施

適宜、計画を更新

ヘリの飛行ルートの作成

：飛行ルート

防災ヘリの配備

関東地整｢あおぞら号｣

・2017年度までに場外

離着陸場の追加申請
を実施。

場外離着陸場 河川堤防のヘリサイン

荒川

鶴見川

防災ヘリの配備

鶴見川

場外離着陸場の追加検討等 実動訓練を通じて場外離着陸場の離着陸訓練等を実施

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

○災害発生時に迅速な情報収集を図るため、被災地を運行中のタクシー無線を活用した情報収集を
行う。

■関連事業者との連携強化を推進

・災害発生時に被災地を運行中の「防災レポート
タクシー」の活用方策について、タクシー協会等
関係機関と検討を進める。

関連事業者との連携強化
を推進

【３５】 タクシー無線等を活用した情報提供

関連事業者との連携強化を推進

被災地

関係行政機関

マスメディア

ﾀｸｼｰ無線の活用

発災後

(一社)東京ハイヤー・タクシー協会ＨＰより

横

上

現場周辺の様子、
道路状況を伝える。(「被害
なし」を含む。)

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

・発災時に円滑な対
応ができるよう、協
力体制を継続する
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

・大規模災害による被災
想定地域において地籍整
備を進めることにより、被
災後の迅速な復旧・復興
に資するとともに、事前防
災対策の推進を図る。

【３６】 あらゆる手段による迅速なインフラ復旧 ①

■地方公共団体に対して、条例を制定することにより、一時仮置き場を設けることが可能とな
ることを周知

・地方公共団体に対して、都市公園法に基づいて仮設の物件等を占用物件として条例で定めるこ
とにより、都市公園内にがれきの一時仮置き場を設けることが可能となることを周知。

冷蔵庫・ブラウン管ＴＶ集積箇所（野球場） 被災車両集積箇所（テニスコート）

●東日本大震災発災後の都市公園内におけるがれき等仮置き事例

・都市公園内にがれきの
一時仮置き場を確保する
ことにより迅速なインフラ
の復旧を推進

地方公共団体に対して、条
例を制定することにより、
一時仮置き場を設けること
が可能となることを周知

関東地区ブロック会議等を通して周知 継続的に周知

■被災想定地域における土地境界の明確化の推進

・迅速な復旧・復興や円滑な防災・減災事業の実施のため、地方公共団
体等を支援して地籍調査を積極的に推進するとともに、国が被災想定
地域において重点的に官民境界の基礎的な情報を整備する。

約7ヵ月

約１～１年半 （推計）

●東日本大震災発災後の防災集団移転促進事業において地籍調査成果が
活用され事業期間が縮減された事例 （宮城県名取市下増田地区）

【期間の縮減効果】
半年～１年

実
施

未
実
施 移転先（被災直後）

＜具体的なアクションプラン＞

○地籍整備の実施により土地の境界を明確にすることは、大規模災害に備えた事前防災対策の推
進、被災後の復旧・復興の迅速化等に貢献するものであり、首都直下地震の被災想定地域におい
て事前に地籍整備を実施しておくことは極めて重要。

○応急復旧のためのがれきの一時仮置き要請に対応するため、都市公園法に基づいて仮設の物件
等を占用物件として条例で定めることにより、都市公園内にがれきの一時仮置き場を設けることが
可能となることを周知。

地籍整備の着実な推進 地籍調査等の推進

オリパラ
開催
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

【３６】 あらゆる手段による迅速なインフラ復旧 ②

■羽田空港滑走路等の耐震対策等

・首都直下地震においても、致命的な被害を受けず、
簡易な補修で一定の機能を回復できるよう、滑走路
等の耐震対策を進める。

・各空港における地震・津波に対応する早期復旧計画
の策定を推進する。

空港の耐震対策

土質調査・設計の実施、耐震対策を実施

・土質調査を実施し、耐震
照査結果をもとに耐震対
策範囲を特定し、耐震対
策を実施する。

羽田空港滑走路等の
耐震対策等

■岸壁や臨港道路等の耐震対策の促進

・首都直下地震発生時においても、致命的な被害を受けず、簡易な補修で一定の港湾物
流機能を維持できるよう岸壁や臨港道路の耐震対策を促進する。

・岸壁や臨港道路等の耐
震対策を促進する。

岸壁や臨港道路等の
耐震対策の促進

岸壁や臨港道路等の耐震対策の促進

＜具体的なアクションプラン＞

■鉄道施設の耐震対策

・首都直下地震等の大規模地震に備え、主要駅や高架橋等の耐震対策
に対する補助を実施。

鋼板巻き

高架橋の補強

大規模地震の想定地域における主要
駅や高架橋等の耐震対策の推進

・2017年度までに概ね
100％の耐震化を実施鉄道施設の耐震対策 継続して耐震対策を実施

○防災・減災対策が喫緊の課題となっている首都直下地震等に備え、鉄道利用者の安全確保や緊
急輸送道路の確保等の公共的機能も考慮し、主要駅や高架橋等の耐震対策を推進。

○岸壁や臨港道路等の耐震対策を促進する。

〇首都直下地震においても、致命的な被害を受けず、簡易な補修で一定の機能を回復できるよう、
滑走路等の耐震対策を進めるとともに、早期復旧計画の策定を推進する。

オリパラ
開催

各空港における早期復旧計画の策定を推進 ・早期復旧計画の策定を
推進
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

迅速な対応が可能な
体制を執る。

○鉄道の復旧に時間を要する場合には、関係事業者と連携し、鉄道不通区間における迅
速な代替輸送を実施する。

■鉄道不通区間における迅速な代替輸送

＜具体的なアクションプラン＞

行政機関や事業者団体等と協力し、鉄道不通区間の代替輸送の情報伝達訓練を行
い、必要に応じて「関東運輸局旅客代替輸送実施要綱」の見直しを行う。

情報伝達訓練の実施と
実施要綱の見直し

【３７】 鉄道不通区間における迅速な代替輸送

オリパラ
開催

稼働駅 稼働駅

鉄道不通区間

情報伝達訓練の実施。
必要に応じて実施要

綱の見直し

情報伝達訓練の実施。
必要に応じて実施要

綱の見直し

情報伝達訓練の実
施。必要に応じて実

施要綱の見直し

情報伝達訓練の実
施。必要に応じて実

施要綱の見直し

情報伝達訓練の実施。
必要に応じて実施要

綱の見直し

机上訓練
を実施し要
綱を検証
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

【３８】 TEC-FORCEの充実・強化

■ 首都直下地震におけるTEC-FORCE活動計画の策定

■TEC-FORCE活動の高度化・効率化（ICT技術の活用）

TEC-FORCE活動計画の
策定

首都直下地震におけるTEC-FORCE活動計画（動員計画、広域派遣のタイムライン、進出
本部等を規定）を策定することにより、首都直下地震発生後の災害応急対策活動を迅速
化。

・ICT技術の活用により、TEC-FORCE活動を高度化・効率化。

○ TEC-FORCEの動員計画

・2017年度までにTEC-
FORCE活動計画を策定

首都直下地震における
TEC-FORCE活動計画
の策定

TEC-FORCE活動の高度
化・効率化

ICTの導入、適正配置や充実

◆TEC-FORCE及び災害対策用機械を最大限
動員し、TEC-FORCE活動を展開

ドローンを活用した被害状況調査 レーザー計測

1日目：発災後、直ちに派遣準備を開始すると
ともに、本省災害対策本部長の指示に
従い、広域進出拠点等に向けて出動

2日目：受援・応援地整等のTEC-FORCEが一
体での活動を開始

3日目：最大勢力のTEC-FORCE・災害対策用
機械等が活動

○ 広域派遣のタイムラインのイメージ

■ 関係機関と連携した実動訓練の実施

関係機関と連携した実動訓練により、TEC-FORCE活動の具現化

住民参加による避難訓練

近づけない箇所の調査・測量を実施

関係機関と連携した実
動訓練の実施

・ＩＣＴを活用し、TEC-
FORCE活動の高度化・

効率化を図り、早期の復
旧・復興を支援。

・関係機関と連携した実
働訓練を実施し実効性を
向上

自衛隊と連携した訓練 救助訓練

訓練を実施 TEC-FORCE活動計画に基づく実動訓練を実施

新たなICT等により継続的に
強化

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

○首都直下地震発生時の被害を最小化するため、「首都直下地震におけるTEC-FORCE活動計画」
を策定。

○同計画に基づき、関係機関と連携した実動訓練を実施するとともに、ICT技術を活用し、TEC-
FORCE活動を高度化・効率化。
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

■国際会議などを通じた国土交通省の防災への取組等の周知

【３９】国際会議などを通じた平時からの情報発信
【４０】発災後におけるインフラ復旧情報等のタイムリーな発信

○日本で開催される国際会議、スポーツイベント等を活用した情報発信

国際会議を通じた国土
交通省の防災へ取組等
の周知

・2020年度までに、国際社会
において国土交通省の取組
の認知度を向上させる（2021
年度以降も継続）

国際会議などを通じた国土交通省の防災への取組等の周知

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

○首都直下地震により特に経済分野等において世界的な影響が懸念され、情報不足によって影響
が深刻化・長期化する場合も想定されるため、平時からの情報発信や、発災後におけるインフラ復
旧情報等のタイムリーな発信を行う。

■ 発災後のインフラ復旧情報等の海外等へのタイムリーな発信

今後開催される国際会議においても引き続き、国土交通省の防災対策を各国に紹介する。
※具体的な会議名や時期については、今後各国との調整等を踏まえて決定。

○発災後、刻々と変化する被災状況等についても、可能な限り海外諸国へ情報提供
を行うための体制を構築

国内に対して実施している発災後におけるインフラ復旧情報等のタイムリーな発信を、
可能な限り海外諸国に対しても実施する。

発災後のインフラ復旧情報等の海外等へのタイムリーな発信を行う体制を構築
・早期に発災後のインフラ復
旧情報等のタイムリーな発信
を行う体制を構築

ＨＰ等を活用した発災後
におけるインフラ復旧情
報等のタイムリーな発信 84



【４１】 国土形成計画の着実な推進

施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

・対流促進型国土の形成国土形成計画（全国計画） 国土形成計画の着実な推進

首都圏広域地方計画 ・対流型首都圏の構築

・整備が相当程度進展するインフラを賢く使う「手引き書」
・切迫する巨大災害への万全の備え
・急激な人口構造の変化への対応
・ポストオリンピック・パラリンピックの首都圏像を描く

意義 ～運命の１０年計画～

目標

将来像 安全安心を土台に洗練された対流型首都圏の構築

・東京圏に集中している機能を分散し、 ヒト､モノ等の新しい対流
を創出

・対流を生み出す「連携のかたまり」を首都圏全域で多数構築
（右図 参照）

・対流をｽｰﾊﾟｰ・ﾒｶﾞﾘｰｼﾞｮﾝ、日本海、東北等全国へ波及
・防災面・観光面で「連携のかたまり」同士をコラボし、新たな価値

を創造 等

●対流型首都圏の実現～一極集中の是正～

・①防災・減災、②国際競争力の強化、③異次元の超高齢化社会
への対応

●三大課題への対応

軸コンセプト
圏域コンセプト
地域群コンセプト
対流拠点コンセプト

凡 例

・オリンピック･パラリンピックの機会に、洗練された首都圏と東北
の復興を同時に世界にアピール 等

●より洗練された首都圏の構築

・東京一極滞留を解消し、ヒトの流れを変える必要
・魅力ある地方の創生と東京の国際競争力向上が必要

東京一極集中の是正と東京圏の位置付け

・ライフスタイルの多様化
・安全安心に対する国民意識の高まり など

国民の価値観の変化

荒廃農地、空き家、所有者の所在の把握が難しい土地等の

問題の顕在化 など

国土空間の変化

・急激な人口減少、少子化及び高齢化の進展
・巨大災害の切迫、インフラの老朽化 など

国土を取り巻く時代の潮流と課題

国土に係る状況の変化と国土づくりの目標
①安全で、豊かさを実感するこ
とのできる国
②経済成長を続ける活力ある国
③国際社会の中で存在感を発
揮する国

国土づくりの目標

「対流」のイメージ
～「個性」と「連携」～

国土の基本構想

・「対流」は、それ自体が地域に活力をもたらすとともに、
イノベーション を創出

・地域の多様な個性が対流の原動力であり、個性を磨くことが重要

医療、福祉、商業等の機能をコンパクトに集約、交通、情報通信、エネルギーの充実したネットワークを形成

「対流促進型国土」の形成

重層的かつ強靱な「コンパクト＋ネットワーク」

首都圏広域地方計画の着実な推進

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

○国土形成計画（全国計画）（平成27年8月閣議決定）で示された国土の基本構想である「対流促進
型国土」の形成に向けて、平成28年2月に国土審議会に計画推進部会を設置し、効果的な計画の
推進方策について検討を進め、構想の実現につなげる。

○あわせて、首都圏広域地方計画（平成28年3月国土交通大臣決定）の着実な推進を図る。

■首都圏広域地方計画の推進

・「世界の経済・社会をリードする風格ある圏域づくり」をキーコンセプトとし、首都圏の
自立的発展に向け、首都圏広域地方計画の着実な推進を図る。

■国土形成計画（全国計画）の推進

・対流促進型国土の形成を図るための国土構造、地域構造として「コンパクト＋ネット
ワーク」の形成を進めることにより、国土形成計画の着実な推進を図る。
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【４２】 国の中枢機能を担うライフラインの長期計画

施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

■京浜港における大水深コンテナターミナルの整備

・国民の雇用と所得の維持・創出を図るため、国際コンテナ戦略港湾である京浜港に
おいて大水深コンテナターミナルを整備し、機能強化を推進する。

京浜港における大水深
コンテナターミナルの整備

・京浜港において大水深
コンテナターミナルを整備京浜港における大水深コンテナターミナルの整備

引き続き、必要な
対策を検討・推進

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

・首都圏３環状道路
の整備促進

首都圏３環状道路の整備 首都圏３環状道路の整備

○災害時にネットワーク全体で緊急輸送道路として機能することが期待される首都圏3環状道路の整
備を推進する。

○京浜港において大水深コンテナターミナルの機能強化を推進する。

＜京浜港＞

■緊急輸送道路の機能を強化

・災害時にネットワーク全体で緊急輸送道路として機能することが期待される
首都圏3環状道路の整備を推進する。
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施策 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 目標

■津波被害からの復興まちづくりガイダンスの普及

■復興事前準備のガイドラインの作成・普及

ガイダンスの
公表

■復興まちづくりイメージトレーニングの推進

東日本大震災の津波被害からの復興まちづくりの教訓等をとりまとめたガイダンスの普及を図る。

地方公共団体において復興まちづくりイメージトレーニングを実施できるよう、復興まちづくりイメージトレーニングの手引きを作成し、その普
及を図るとともに、国土交通大学校等における研修として復興まちづくりイメージトレーニングを実施する。

地方公共団体が被災後に早期に復興まちづくりに着手できるよう、復興事前準備のあり方をとりまとめたガイドラインを作成し、その普及を
図る。

・被災後に早期に復興ま
ちづくりに着手できるよう
地方公共団体における
復興事前準備の取組を
推進
○復興計画の検討体制
の構築
○復興まちづくりに関す
る知識を備えた人材の育
成 等

復興まちづくり

イメージトレーニング
の手引きの作成

津波被害からの復興まち
づくりガイダンスの普及

【４３】 復興事前準備の取組を推進

復興事前準備のガイドライン作成 復興事前準備のガイドラインの普及

地方公共団体における復興まちづくりイメージトレーニングの手引きの普及

津波被害からの復興まちづくりガイダンスの普及

復興まちづくりイメージ
トレーニングの推進

復興事前準備のガイドライ
ンの作成・普及

国土交通大学校等における研修として復興まちづくりイメージトレーニングを実施

オリパラ
開催

＜具体的なアクションプラン＞

○東日本大震災の被災自治体において、「職員の復興まちづくりの経験や知識が不足し、計画策定
が滞った」などの課題が挙げられた。

○被災後に早期かつ的確に復興まちづくり計画を策定できるよう、復興計画の検討体制を構築して
おくことや復興まちづくりに関する知識を備えた人材を育成しておくことなどが重要である。

○このため東日本大震災からの復興まちづくりの教訓等を踏まえ、復興まちづくりの主体となる地方
公共団体が、被災後に早期に復興まちづくりに着手できるよう、復興事前準備の取組を推進する。

復興まちづくりイメージトレーニングの様子
（徳島県）
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